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第３章  プロジェクトの内容 
 

3-1 プロジェクトの概要 

 

キルギス共和国は我が国に対し、今後の幹線道路改修計画として、①首都と南部地域を

結ぶ幹線道路であるビシュケク－トルガルト区間（539km）と、②観光資源の豊富なイシク

リ湖周回道路のバルクチ～カラコル～バルクチ区間（512km）の整備計画を作成し、両幹線

道路改修に必要な建設機材整備のための無償資金協力を要請した。 

 

日本政府は円滑な道路輸送の確保を目的とした上記 2 つの道路改修計画のうち、緊急性

の高い山間部を中心としたビシュケク－トルガルト区間（539km）の道路改修に必要な道路

建設機材の調達にかかる基本設計調査を実施することとし、JICA は 2005 年 9 月から 10 月

にかけて基本設計調査団をキルギス共和国に派遣した。同調査団は本プロジェクトの実施

機関である MOTC と要請内容の確認･協議を行うとともに、実施能力調査、サイト調査、上

位計画･他ドナーとの関連調査等を行い、必要な資料を収集した。その結果、次の観点から

本プロジェクトの協力対象道路区間の絞込みと、協力対象機材の変更の必要性が確認され

た。 

 

調査対象のビシュケク－トルガルト道路（539km）は、チュイ、イシクリ及びナリンの 3

州にまたがる。これら 3 州のうち、ナリン州は主な産業が放牧等の牧畜に限られ、産業に

乏しい貧困層の多い地域であるため、生活基盤である道路交通の確保による貧困削減が望

まれる。また、調査対象道路の大半の区間(64％)がナリン州内に位置していることから、

ナリン州内の区間の優先度は高いと判断した。その一方、チュイ州は比較的社会経済状況

が恵まれていること、イシクリ州内の対象道路区間は短いことから、チュイ、イシクリ州

の優先度は比較的低いと判断し、キルギス共和国側と協議した結果、本プロジェクトの対

象区間をナリン州内の 362km とすることで合意した。 

 

また、当初要請で挙げられた道路建設機材整備による幹線道路改修計画の主要工種は、

ドロン峠等の山岳地域の道路区間を中心に、道路拡幅、急勾配と道路曲線の緩和、落石防

止策他からなる道路改修であった。しかし、調査の結果、これらの改修内容は土工を伴う

大規模道路改修工事となるため、対象機材として大型の機材が大量に必要になるとともに、

通常の道路維持管理業務の範囲を越えて工事費用・期間が膨大になること、事前の測量・

地質調査等が必要であること、キルギス共和国側の道路建設実施能力が十分ではないこと

が判明した。このことから本プロジェクトの協力対象機材を以下の道路維持管理業務に関

する機材の選定を行うことで 終的にキルギス共和国側と合意した。これらは協力対象路

線として絞り込んだナリン州内で実施されている主要な道路維持管理工種である。 

• ポットホール修繕 

• 除雪作業 

• 土砂災害発生時の復旧工事 

• アスファルト舗装の再舗装 
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調査団は、これら現地調査の結果を踏まえて、協力対象事業の範囲、調達機材内容、技

術協力の必要性･内容、事業費等を検討し、その結果を基本設計概要書にまとめた。JICA は

2006 年 3 月に基本設計概要説明調査団をキルギス共和国に派遣し、基本設計概要書の説明

及び協議を行い、キルギス共和国政府との間で基本合意を得た。 

 

本プロジェクトは、ビシュケク－トルガルト道路について、道路維持管理機材を調達す

ることで道路維持管理作業が定期的かつ品質を確保し実施されることを目的とし、プロ

ジェクト成果として、ナリン州地域の円滑な交通が確保され、同地域とキルギス共和国の

社会経済の発展と貧困削減に寄与することである。 
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3-2 協力対象事業の基本設計 
 

3-2-1 設計方針 

 

(1) 協力対象路線の絞込み 

 

調査対象道路ビシュケク－トルガルト道路はチュイ、イシクリ及びナリンの 3 州にまた

がる道路であり、全長は 539km である。イシクリ州のバリクチを通らずにショートカット

するクワクイ峠 26km 区間を入れると総延長は 565km である。対象道路の管理概要を   

表 3-2-1.1 に示す。 

 

表 3-2-1.1 対象道路管理概要 

道路管理局 
管轄道路 

延長 
平均予算額/km

保有機材と 
稼働率 

調査対象道路 
の担当区間 

優先
度 

第 1道路管理局(チュイ) 

第 3 道路管理局(ナリン) 

第 4 道路管理局(イシクリ) 

3,052.9km 

3,452.8km 

2,977.9km 

18,800som/km 

 5,097som/km 

 5,070som/km 

312 台 

287 台 

229 台 

70％ 

51％ 

55％ 

129km 

362km 

74km*) 

23％ 

64％ 

13％ 

△ 

◎ 

○ 

*)：クワクイ峠を通過した場合の担当区間は 18km(129～147km 区間) 

 

上表に示すとおり、チュイ州は首都の位置する共和国の中心であり、道路維持管理にか

かる環境も恵まれており比較的路面状況も良好な状態を保っている。 

一方、ナリン州とイシクリ州では維持管理用保有機材の老朽化及び恒久的な予算不足に

より路面状況の劣化が著しい。 

ナリン州は主な産業が放牧等の牧畜に限られ、産業に乏しい貧困層の多い地域であるた

め、生活基盤である道路交通の確保による貧困削減が望まれる。また、調査対象道路の大

半の区間(64％)がナリン州内に位置していることから、ナリン州内の区間の優先度は高い

と判断した。その一方、チュイ州は比較的社会経済状況が恵まれていること、イシクリ州

内の対象道路区間は短いことから、チュイ、イシクリ州の優先度は比較的低いと判断した。 

これらをもとにプロジェクトの対象範囲について先方政府と協議した結果、本プロジェ

クトの対象区間をナリン州内の 362km に絞り込むことを協議議事録（M/D）に明記し合意し

た。また、対象区間に位置しているクィズルベル峠については別途無償資金協力の要請が

提出されたため、プロジェクト対象区間から外す事を M/D で確認した。 
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(2) 維持管理対象工種（作業内容） 

 

ナリン州内の道路管理局の維持管理業務を表 3-2-1.2 に示す。 

 

表 3-2-1.2 道路維持管理業務内容 

工種（作業内容） 現在 協力対象 備  考 

ポットホールのパッチング 

ひび割れの塡充 

劣化区間の表面処理 

砂利道区間の不陸整正 

冬季の除雪 

落石･雪崩などの災害復旧 

オーバーレイ 

舗装打換え 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

× 

× 

○ 

× 

× 

× 

○ 

○ 

× 

○ 

362km 全線対象 

(現作業の継続) 

(現作業の継続) 

(現作業の継続) 

第 957 管理事務所管轄区間対象 

緊急出動用として対応 

(十分な効果期待できない) 

選定した舗装破損区間を対象 

 

舗装の劣化が著しく緊急的に修繕が必要な区間及びすでに剥離が見られ破損が広がって

いる区間については、基本的な維持管理作業やオーバーレイでは対応できないために舗装

の打換えが必要である。 

現在、ナリン州の幹線道路において実施機関下の道路管理局が実施している道路維持管

理作業の課題、及び道路舗装状況を分析し、本プロジェクトで対応すべき協力対象工種を

以下の  4 工種に絞り込んだ。 

 

1） ポットホール修繕 

現在行われているポットホールの修繕作業は、適切な補修機材を保有しないため、舗装

材料を破損部分に埋め込み後直ちに交通開放し、通過車輌による転圧効果を期待する暫定

的な方法であり、舗装材料の定着性が悪く、すぐに破損に至る効率の悪い作業を繰返して

いる。 

そこで、施工品質が高く、補修効果が持続する効率的な修繕作業の実施を可能にするた

め、ポットホールの修繕作業にかかる一連の機材を配備することとした。 

 

2） 除雪作業 

10 月から 3 月までの冬期間には、降雪地域において 大 1.5m もの積雪があり、ナリン

州での道路維持管理業務は、通行確保のための除雪作業が主体となる。しかし、除雪用機

材が絶対的に不足していること、老朽化により稼動効率が低下していることにより、機動

性が得られず数日間の通行止めとなる場合もある。実施機関は他地区や他省庁の保有機材

を借用して除雪作業にあたっているが、いずれの機材も老朽化しており、除雪作業効率の

改善には至っていない。 

そこで、効率的な除雪作業の実施を可能にするため、機動性が高く稼動効率の高い除雪

用機材を配備することとした。 

 

3） 土砂災害発生時の復旧 
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岩山を切り開いた渓谷や峠の区間では、露出した岩肌が風化して脆くなっており岩石の

崩落が続いている。落石は 3 月から 4 月の雪解け時に多く発生するが、この時期は大型機

材の多数が除雪用に積雪地域に配置されることから、崩落土砂・岩石の除去にあたり必要

機材の手配に時間を要している。 

そこで、緊急的対応に必要 小限の機材を配置し、かつその仕様については大規模な崩

落や大きな岩塊にも対応可能な能力を有するとした。 

 

4) 舗装破損区間の再舗装 

舗装の劣化が著しい区間、及びすでに剥離が生じて破壊が広がっている区間については、

オーバーレイ等の補修作業では舗装寿命の回復は困難であり、路盤改良を含む舗装打換え

作業の実施が必要である。しかし、対象道路区間の管轄局は舗装用機材を保有しておらず、

舗装の劣化･破壊の進行を防止できない状態である。 

そこで、舗装劣化･破壊の著しい区間の舗装更新を可能にするため、路盤改良を含む舗装

打換え作業に必要となる機材を配備することとした。 

 

① 打換え対象区間 

対象区間全線にわたって路面状況調査を実施した。調査項目は次のとおりであり、1km

毎に路面状況を判定した。評価点については、舗装の破壊の進行に密接に関与してい

る項目の評価に重点をおき、走行性の悪化や軽度の損傷については評価点を 0点とし

て評価していない。 

• 平坦性  ：車の挙動による路面の平坦性を評価（表層の平滑性ではない） 

• ひび割れ ：目視によるひび割れの進行度合いを評価 

• わだち掘れ：目視によるわだちの深さを評価 

図 3-2-1.1 に評価結果をグラフ化したものを示す。 

この結果について先方政府と協議し、交通量も多く優先度が高いとされた-26km～

214km（クワクイ峠）及び 262km～281km(サリブラク付近)の計 45km を舗装打換え対象

候補として、キルギス共和国側と調査団の間で技術的な合意をした。 

 

② 仮想断面（作業量算出のために仮定） 

維持管理対象道路の道路クラスは、キルギス共和国側の道路区分により全線カテゴ

リー3 に分類されている。カテゴリー分類に基づく車道幅員は 3.50m×2 車線であり

7.0m の車道となる。AC 層の厚さは、IDB の F/S レポートを参考にして 10cm を採用し

た。 

現道の沈下、波打ち、段差及びわだち等は路盤まで影響していると考えられるため、

AC 層を舗設する前に整正しなければ路面の平坦性を得られない。このためには、現路

盤を一旦掻き起して不陸を整正し、路盤の平坦性を回復させた後に転圧して AC 層舗

設の準備をすることが必要である。 

これらの条件を基に仮想断面を図 3-2-1.2 に示す。 
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図 3-2-1.1 路面状況調査評価結果 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-1.2 舗装打換え仮想断面図 
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3-2-2 機材計画 
 

3-2-2-1 全体計画 

 

(1) 対象道路維持管理作業 

 

設計方針に基づき設定された本プロジェクトの対象道路である、ナリン州内のビシュケ

ク－トルガルト道路で実施される道路維持管理作業は、次の 4項目である。 

• ポットホール修繕 

• 除雪作業 

• 災害復旧 

• アスファルト舗装の再舗装 

特に、アスファルト舗装の再舗装については、交通量が多く優先度の高いクワクイ峠（延

長 26km）及びサリブラク近郊（262km～281km）の計 45km について、路盤改修を含む舗装

打換え作業を、キルギス共和国が機材調達後 4年間で実施することを確認している。 

ポットホール修繕、除雪作業（冬期）は日常作業として継続的に実施され、災害復旧は

災害発生時にその都度対応する作業である。 

 

(2) 保有機材の活用の検討 

 

ナリン州内対象道路を維持管理する道路維持管理事務所が保有する機材の現況及び問題

点を表 3-2-2-1.1 及び表 3-2-2-1.2 に示す。 

 

表 3-2-2-1.1 施工機材の現況 

道路維持管理

事務所 

保有台数 

（台） 

稼働台数

（台） 

稼働率 

（％） 
問 題 点 

第 955 25 15 60 

第 41 47 20 43 

第 957 36 18 50 

平 均 36 18 50 

・稼働可能機材が少なく、多様な道路維持

管理作業に対応できない 

・稼働可能機材は標準使用年数を大幅に過

ぎており､故障･修理を繰り返している 

・稼働可能機種が限定され、且つ故障頻度

が多いため、道路維持管理作業効率及び

施工品質の低下を招く主要因となって

いる 
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表 3-2-2-1.2 施工補助機材・設備の現況 

 現 況 問題点 

アスファルト
プラント 

・対象道路区域（ナリン州内）で稼
働するプラントは一基のみで、そ
の生産能力は 10t/h 程度である 

・老朽化により故障頻度が多く、安定し
たアスファルト供給ができない 

・生産能力が低く、十分な出荷量が確保
できない 

・老朽化による機能低下で、生産アスファ
ルトの品質が確保できない 

・粒径別材料ストックがされていないた
め、配合管理ができない 

骨材プラント 

・対象道路区域（ナリン州内）で稼
働するプラントは一基のみで、そ
の生産能力は 45t/h 程度である 

・老朽化により故障頻度が多く、安定し
た骨材生産ができない 

・生産可能骨材が 2種類のみで、アスファ
ルト混合に必要な粒径が確保できない

・原石及び生産骨材を小運搬する専用機
材がなく、著しく作業効率が悪い 

機材維持管理
設備 

・分解組立て用手工具、部品加工用
旋盤程度の設備が、各道路維持管
理事務所に備えられている 

・メカニックが機材オペレータを兼
ねて各自の機材メンテナンスを
実施している 

・予備部品は置かずに、故障の都度
手配をする 

・系統立てたメンテナンス知識がなく、
それに必要な設備が備えられていない

・故障対応経験は豊富であるが、故障予
防に対する認識が少ない 

・予備部品が在庫されていないため、修
理完了までに時間を要する 

 

保有機材はいずれも老朽化が著しく、故障頻度も多く、施工品質が低下しており、計画

的な運用ができない状況である。これらの保有機材の現況、問題点を考慮すると、本計画

で供与される機材と編成を組んで作業を実施した場合、工程の遅れと施工品質の低下が想

定される。 

よって、保有機材は原則的に本プロジェクトで対象とされる道路維持管理作業の機材編

成には含めないものとする。 

 

(3) アスファルトプラント・骨材プラントの必要性 

 

本プロジェクトでは、道路維持管理用機材を供与することで、損傷の著しいナリン州内

ビシュケク－トルガルト道路について、MOTC が独自で効率的、経済的、かつ耐久性のある

道路補修の実施が可能となることを目的としている。 

MOTC による現在の道路維持管理作業は、ポットホールの補修を主体としたもので、表層

の全面補修は機材不足により実施されていない。その結果、道路の損傷は路盤部分にまで

及び、ポットホールの部分的な補修では、道路損傷進行を抑えることが困難な舗装破損区

間が多くある状況に至っている。 

この現状を踏まえ、舗装打換え工事を計画するが、機材編成で根幹をなすものがアスファ

ルトプラント及び骨材プラントである。 

機材計画を策定するにあたり、まず着目すべき点は、実施機関が道路維持管理作業に使

用しているアスファルト混合物の品質の低さである。現在のアスファルトプラントで生産

される混合物には、表 3-2-2-1.3 に示す現状及び問題点が確認された。 
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表 3-2-2-1.3 アスファルト混合物の現状及び問題点 

現状 現状が及ぼす問題 

・本来 4種類必要であるアスファルト混合物
用骨材が、現プラントでは２種類の粒径し
か生産できない 

・中間粒径の骨材が混合物内に存在しないため、
骨材相互の噛合いが悪く、その結果混合物内の
空隙が増加し、その空隙に浸透するアスファル
ト量が多くなる。品質的には耐久性のない、強
度の弱い混合物となる 

・アスファルトプラントでの骨材ストックが
粒径別になされていない 

・配合管理ができない。品質的には、細粒分が多
い混合物となり、耐久性が損なわれる 

・アスファルト混合物の出荷温度が、現プラ
ントでは 大 80℃程度と低い 

・施工現場での転圧温度はさらに低下し、転圧効
果が得られず、表層が粗面となる。また質量の
重いローラが必要となる 

・プラントは手動運転のため、稼動途中での
諸調整が頻発し、そのため連続的な混合物
の出荷ができない 

・施工現場での待機時間が長くなり、また打継ぎ
部分が多く、仕上がり状態が悪くなる 

 

以上のとおり、現状では品質の劣悪なアスファルト混合物を使用した道路維持管理作業

を実施しており、補修効果が十分に得られない作業を繰返している状態である。その結果

が、補修はすれども道路損傷の進行がとまらない要因の１つになっている。 

本プロジェクトで実施される舗装打換え工事による道路耐久性の向上と、現状の補修工

事効果を向上させるためには、生産されるアスファルト混合物の品質を確保することが必

要不可欠と判断される。 

この考察に基づき、本プロジェクト調査対象地域内に存在するプラントの活用方法を検

討し、表 3-2-2-1.4 に示す。 

 

表 3-2-2-1.4 既存アスファルトプラントの活用 

対象 
ﾌﾟﾗﾝﾄ 

設置 
場所 

現状 問題点 評価
本プロジェクトに活用 

した場合の弊害 

ナリン州 
323km 
地点 

・1989 年ロシア製 
・ 設 計 生 産 能 力

45t/h 
（現状 10t/h） 

・2005 年３～９月の
出荷 
実績：約 270ｔ 

・老朽化により故障頻度が多く、
安定した製品供給ができない・
生産能力が低く､十分な出荷量
が確保できない 

・機能低下により、製品の品質が
確保できない 

・骨材の粒径別材料ストックがさ
れていないため、配合管理がで
きない 

・ヤード内に専用の小運搬機材がな
いため、作業効率が著しく悪い

×

・施工品質が確保されないた
め、舗装打換えの効果が得
られず、早期に舗装再破損
が発生する 

・プラント故障中は、供与機材
が待機状態となり、有効活用
されない 

・生産能力(10t/h)が低く、不安
定な供給のため対象区間
(45km)の工期が 10 年以上と
なる。 

MOTC 
保有 

ナリン州 
400km 
地点 

・1980 年代ロシア製
・ 設 計 生 産 能 力

45t/h 
・1992 年以降故障

により生産中止 

・稼動不能 （要廃棄） 

×

・活用不可能（旧ソ連崩壊に伴
い部品手配が困難となった
ため、上記プラントの部品取
り機となり、再生不能状態に
陥る） 

ビシュ 
ケク市 
保有 

市中心 
より北 
10km 

・2000 年イタリア製
・ 設 計 生 産 能 力

150t/h 
・稼動可能 

（状態良好） 

・本プロジェクトサイトまでの距離が、
150～280km と遠隔 

△

・運搬時間が３時間以上となり
製品温度が低下し、施工品
質が確保されない 

・計画運搬車両台数では設定
4 年での施工完了は無理
（計画の 3 倍の台数が必要）

民間 
保有 

イシクリ 
州バリクチ 

171km 
地点 

・詳細不明 
・稼動可能 
・販売価格：800 ｿﾑ

(2,160 円)/ton 

・製品の品質保証が不明 

△

・本プロジェクトで設定した
45km の舗装打換えに必要
な混合物量 82,502ton の購
入 費 用 は  66,001,600 ｿ ﾑ
（178,200 千円） 
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上表評価で活用価値の可能性を残すビシュケク市保有プラント、民間保有プラントを使

用した場合と、新規プラントを供与した場合の効果比較の検討結果を表 3-2-2-1.5 に示す。 

 

表 3-2-2-1.5 アスファルトプラント供与の効果 

評 価 効 果
・ 配 合 管 理 が 可 能
・ 混 合 物 出 荷 温 度 の 管 理 が 可 能
・ メ ン テ ナ ン ス 時 間 の 短 縮
・ 連 続 出 荷 が 可 能
・ 混 合 物 品 質 が 向 上
・ 混 合 物 品 質 は 確 保
・ ﾋﾞｼｭｹｸ市 工 事 へ の 出 荷 が 優 先 す る

民 間 ・ 混 合 物 品 質 保 証 が な い 低
・ プ ラ ン ト が 近 い た め 出 荷 管 理 が 可 能
・ 混 合 物 温 度 が 高 く ､十 分 な 転 圧 効 果 が 得 ら れ る
・ 連 続 施 工 に よ る 打 継 ぎ 部 の 削 減 ､施 工 精 度 の 向 上
・ 少 な い 運 搬 機 材 台 数 で 施 工 が 可 能
・ プ ラ ン ト が 遠 い た め 出 荷 管 理 が で き な い
・ サ イ ト 到 着 時 の 混 合 物 温 度 が 低 く ､十 分 な 転 圧 効 果 が
  得 ら れ な い （ 表 層 の 粗 面 化 ）
・ 運 搬 機 材 台 数 の 多 数 手 配 が 必 要
・ ﾋﾞｼｭｹｸ市 工 事 へ の 出 荷 が 優 先 す る た め ､工 程 計 画 の 調 整
  が 常 に 必 要

民 間 ・ 混 合 物 品 質 保 証 が な い た め ､施 工 に 及 ぼ す 影 響 が 未 知 低
・ 4 5 k m の 舗 装 打 換 え に 必 要 な ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 生 産
 　 費 用 3 9 .8百 万 ソ ム (1 0 7 ,4 6 0千 円 )
・ 補 修 対 象 道 路 以 外 の 道 路 維 持 管 理 作 業 に も ､出 荷 が 可 能
・ プ ラ ン ト メ ン テ ナ ン ス コ ス ト が 低 減 す る
・ 道 路 耐 久 性 向 上 に 伴 う ､道 路 メ ン テ ナ ン ス コ ス ト の 低 減

・ 4 5 k m の 舗 装 打 換 え に 必 要 な ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 購 入
  費 用 は ､新 規 供 与 と 同 等
・ 施 工 精 度 が 確 保 さ れ ず ､結 果 ､道 路 メ ン テ ナ ン ス コ ス ト
  の 低 減 に む す び つ か な い

・ 4 5 k m の 舗 装 打 換 え に 必 要 な ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 購 入
 　 費 用 6 6 .0百 万 ソ ム (1 7 8 ,2 0 0千 円 )

経 済 性

新 規 供 与 高

ﾋﾞｼｭｹｸ市 並

低民 間

施 工 性

新 規 供 与 高

ﾋﾞｼｭｹｸ市 低

比 較 項 目

新 規 供 与 高

ﾋﾞｼｭｹｸ市 並

ア ス フ ァ ル ト
混 合 物 生 産 性
お よ び 品 質

 
 

検討の結果、本プロジェクトでアスファルトプラント及び骨材プラントを供与すること

で、次の効果が期待される。 

 

① 高品質のアスファルト混合物の生産･出荷が可能となる 

② 高品質のアスファルト混合物の使用による補修工事の実施で、道路の耐久性が増す 

③ 施工精度が向上することで、路面の平坦性が保持され、車両の走行性が良好となる 

④ 補修施工後の道路メンテナンスコストが低減する 

⑤ プラントの故障が減少することで、プラントメンテナンスコストが低減する 

⑥ 対象道路の補修施工後は、州内道路維持管理に使用でき、道路網整備に貢献できる 

 

プラントの仕様を決定するに際しては、次の点を考慮して計画する。 

 

① アスファルトプラントの能力 

補修対象道路 45km を 4 年（稼働 130 日/年）で施工完了するために必要な 小能力の

アスファルトプラントを計画する。 

② サージビン除外の可能性 

アスファルトプラントには通常付属装置としてサージビン（アスファルト混合物のス

トック保温サイロ）が用意され、一編成分のダンプトラック容量の混合物をサージビ

ンにストックし、出荷車両を待たせることなく連続的に出荷するような体制をとって
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いるが、施工現場とプラントの連絡を密にしたプラント運営を指導することで、サー

ジビン設置を除外することが可能である。 

③ 骨材プラント能力 

骨材プラントは、アスファルトプラントに材料を供給するものであり、その生産能力

は、材料不足を招かないようアスファルトプラントの 1.5 倍程度のものを用意し、常

時材料がストックされた状態を保つ必要がある。 

今回は骨材プラントの稼働時間をアスファルトプラントの 1.5 倍（8時間/日）に設定

し、稼働時間を長くすることで材料のストックは可能となると判断し、骨材プラント

の能力はアスファルトプラントの能力と同等のもので計画する。 

 

(4) 機材配置先 

 

調達機材の管理は、本プロジェクトの対象道路であるビシュケク－トルガルト道路を管

轄する MOTC ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局が実施する。実際の機材配置先は、

ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局の組織下にありビシュケク－トルガルト道路

の維持管理作業の実務を行う、第 955、第 41、第 957 の各道路維持管理事務所（３ヶ所）

に、それぞれの作業内容に対応した機材を配置する。これらの各事務所には管理部門と施

工部門（オペレータ・メカニックを含む）合せて 60 人前後の人員が配置され、また、管理

事務所、修理ヤード兼駐機場として 10,000ｍ2 前後の土地を確保し機材運用管理を実施し

ており、機材の受け入れ状況として問題はない。 

アスファルトプラント及び骨材プラントの設置場所は、現地基本設計概要説明時（2006

年 3 月）に実施機関との 終協議において、ビシュケク－トルガルト道路の 243km 地点に

ある第 955 道路維持管理事務所が所有する遊休地とすることを確認した。 

同地は、敷地の広さが 80m×100m＝8,000ｍ2 程度、ビシュケク－トルガルト道路沿いに

位置し材料の搬出入が容易、周辺に民家等がなく社会環境配慮的に問題がない、動力･用水

の引込みが容易、骨材採取場が 5km 圏内に存在する等、立地条件的に問題はない。 

 

 

(5) 機材維持管理 

 

現在の機材維持管理は、各道路維持管理事務所単位で、オペレータが各自の機材につい

てメンテナンス及び修理を実施しており、専属のメカニックは不在の状態である。また、

修理ピットを備えた修理建屋は各道路維持管理事務所に設けられているが、修理設備は修

理用手工具及び旋盤が備えられている程度で十分なものではない。 

よって、本プロジェクトにおいては移動修理車を配置し、管轄内の各道路維持管理事務

所を巡回することで、供与機材のメンテナンスを定期的に実施し、効率的なメンテナンス、

及び故障の防止を前提とした機材維持管理を実施すると同時に、機材故障時には現地に急

行し機材修理作業に対応できる体制を整える。 
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3-2-2-2 機材計画 

 

(1) 作業別使用機材 

 

前節で述べた、本プロジェクトの対象となる道路維持管理作業で必要とされる機材を、

表 3-2-2-2.1 に示す。 

 

表 3-2-2-2.1 作業別使用機材一覧 

作業 機材名 使用目的 

コンクリートカッタ 補修部分の既存舗装切断 

コンプレッサ 空圧供給、路面清掃 

ハンドブレーカ 既存舗装の破砕 

アスファルトスプレーヤ 補修材料の安定定着剤散布 

ハンドガイドローラ 補修材料の締固め 

振動コンパクタ 補修材料の締固め（道路際） 

クレーン付トラック 上記機材の運搬 

ポ
ッ
ト
ホ
ー
ル
修
繕 

  

除雪トラック 新雪の除雪 除
雪   

油圧ブレーカ 崩落岩石破砕 

エクスカベータ 崩落岩石、土砂掘削・撤去 

ホイールローダ 崩落岩石、土砂撤去・積込み 

ダンプトラック 崩落岩石、土砂運搬撤去 

災
害
復
旧 

  

（再舗装機材を転用）

コンクリートカッタ 打換え端の既存舗装切断 

油圧ブレーカ 既存舗装の破砕 

エクスカベータ 油圧ブレーカ取付け機材 

ホイールローダ 既存舗装の破砕塊撤去・積込み 

ダンプトラック 既存舗装の破砕塊運搬、アスファルト混合物運搬 

スタビライザ 既存路盤の掻き起し改良 

モータグレーダ 新規路盤の整正 

散水車 路盤材含水調整、ローラ散水用水の補給 

ロードローラ 路盤材、及びアスファルト混合物の初期転圧 

タイヤローラ 路盤材、及びアスファルト混合物の二次転圧 

アスファルトスプレーヤ タックコート散布 

アスファルトフィニッシャ アスファルト混合物敷き均し 

トラックトレーラ 機材回送 

アスファルトプラント アスファルト混合物生産 

骨材プラント アスファルト混合物用骨材生産 

ホイールローダ プラント敷地内材料小運搬 

移動修理車 サイト内機材メンテナンス 

再
舗
装
（
舗
装
打
換
え
） 
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(2) 機材基本仕様 

 

機材の基本仕様は、設計方針及び国土交通省土木工事積算基準の道路維持修繕に示され

る、舗装版破砕工、道路打換工、路上再生路盤工、道路除雪工に示される標準仕様を基に

検討した。その結果、適当と判断される機材の基本仕様を表 3-2-2-2.2 に示す。 

 

表 3-2-2-2.2 機材基本仕様 

機材名 仕様検討 基本仕様 

エクスカベータ 
再舗装時のほかに災害復旧時にも使用されるため、
積算基準の「機械土工(岩石)」の仕様を適用する。 

バケット容量 
0.8ｍ3(山積)クラス

ホイールローダ(1) 
（アスファルト 
プラント内使用） 

アスファルト混合物の出荷量は約 160t/日。 
アスファルト添加量を 5.5％とすると、160t の混合
物に占める骨材量は約 152t＝約 64ｍ3/日。 
ホイールローダの 1 日の稼働時間は損料算定表より
4.4h/日。よって作業量は 

64ｍ3/日÷4.4h/日＝15ｍ3/h 
1 サイクル所要時間 180 秒、作業効率 0.5、土量換算
係数1、積載係数0.75としてバケット容量を求める。 

(15×180)÷(3600×0.75×1×0.5)＝2ｍ3 

バケット容量 
2.0ｍ3(山積)クラス

ホイールローダ(2) 
（既存舗装廃材、 
災害土砂積込み） 

既存舗装積込みのほかに災害復旧時にも使用される
ため、災害復旧対応を仕様の決定条件とする。 
災害時の岩塊状態は、トンネル発破後のズリ状態と
同等と判断し、積算基準のトンネル工よりバケット
容量を定める。 

バケット容量 
2.5ｍ3(山積)クラス

ダンプトラック 積算基準より 積載質量 10tクラス

クレーン付トラック 
ポットホール修繕用機材の質量より積載量 4t クラ
スの車輌が適当。これらの機材の積みおろし用とし
てクレーンの装着が必要。 

積載質量 4t クラス、
クレーン付 

トラックトレーラ 
調達予定機材の 大質量はエクスカベータの 20t ク
ラスであり、これが積載可能であることが必要 

積算質量 
25t クラス 

ハンドブレーカ 人力施工で負担にならない質量 質量 7kg クラス 

油圧ブレーカ エクスカベータ仕様に適合する 
運転整備質量 

1,600kg クラス 

骨材プラント アスファルトプラントと同能力 
生産能力 

35t/h クラス 

モータグレーダ 
道路幅片側 3.5ｍで作業効率を考慮。 
既存舗装の掻き起しを考慮し、スカリファイヤ装備。 

ブレード長 
3.7ｍクラス、 

スカリファイヤ付 

スタビライザ 積算基準より 改良幅 2ｍクラス 

ハンドガイドローラ 積算基準より 
運転整備質量 

600kg クラス 

ロードローラ 積算基準より 
運転整備質量 

10t クラス 

タイヤローラ 積算基準より 自重 8t クラス 

振動コンパクタ 積算基準より 
運転整備質量 

60kg クラス 
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機材名 仕様検討 基本仕様 

アスファルト 
プラント 

4 年で幅 7ｍ、厚さ 10cm、距離 45km の舗装を行うた
めの必要アスファルト混合物量を、ロス率 10％、混
合物比重を 2.381 として算定 

7ｍ×0.1ｍ×45,000ｍ×1.1×2.381＝82,500t 
プラントの 1 日稼働を 5h、1 年間の施工可能日数を
130 日とすると 

82,500t÷4 年÷130 日÷5h＝31.7t/h 
この生産能力を確保する 

生産能力 
35t/h クラス 

アスファルト 
フィニッシャ 

積算基準より 
大施工幅 
4.5ｍクラス、 

ホイールタイプ 

アスファルト 
スプレーヤ 

瀝青材散布量は積算基準より 43ℓ /100ｍ2。 
1 日の舗装施工面積は 

45km÷4 年÷130 日/年×7ｍ＝606ｍ2 
ポンプへの吹込み高さによるデッドレベルと作業ロ
スを考慮して 1 日の散布量の 1.5 倍のタンク容量を
確保する。 

43ℓ ×606ｍ2÷100ｍ2×1.5≒390ℓ  

タンク容量 
400ℓ クラス 

散 水 車 
ロードローラ、タイヤローラの水タンク容量から、 
1 回の運搬量は 6,500ℓ 以上必要であり、この容量が
確保される 小タンク容量 

タンク容量 
8,000ℓ クラス 

移動修理車 

搭載するフィールドメンテナンス設備及び修理部材
の質量から、積載量 4t クラスの車輌が適当。 
フィールドで故障箇所を取外すためのクレーンの装
着と、フィールド状態を考慮して 4×4駆動が必要。 

積載量 4t クラス、
クレーン付、 
4×4 駆動 

コンクリートカッタ 
既存舗装の厚さが 100～120mm 程度であるため、
120mm 以上の 大切削深を確保する 

ブレード寸法 
350mm クラス 

除雪トラック 
新雪の除雪用としてスノープラウを装着。 
作業条件を考慮して 4×4以上の駆動が必要。 

スノープラウ装着、
4×4以上の駆動 

コンプレッサ 
ハンドブレーカの空気消費量、高地条件と作業場所
の移動が多いため機動性を確保する 

吐出量 
5.0ｍ3/min クラス、
牽引式 

 

(3) 機材の必要台数 

 

機材の必要台数は、台数が複数台必要な機材に関し、以下の施工条件に基づき算定し、

その他の機材は 1台とする。 

 

• 年間作業日数は、4月中旬から 10 月中旬までの 130 日間とする。 

• 再舗装工事は路盤改良を含む舗装打換え工事を、施工延長 45km、4 年を目標として実

施する。 

• 舗装構造は、道路幅 7ｍ、舗装厚 10cm とする。 

• アスファルトプラントの設置場所から施工現場までの 大距離は片道 70km とする。 

• アスファルトプラントと骨材プラントは隣設するものとする。（プラント間の材料移

動はホイールローダにて行う） 

• ポットホールは平均 20ｍに一箇所存在し、その大きさは 2ｍ四方とする。 

• 除雪対象地域は第 957 道路維持管理事務所が作業を実施する、延長 172km、除雪幅上

下線合せて 10ｍとする。 



 

- 28 - 

① ポットホール修繕機材 

 

ポットホール修繕作業は対象道路を管轄する道路維持管理事務所が日常業務として

実施しており、安全な道路交通を維持していく上で継続して実施する必要がある。

よって、ポットホール修繕機材は第 955 道路維持管理事務所に２セット、第 41 及び

第 957 道路維持管理事務所に各１セット配置することとし、計 4セットの調達が必要

である。 

なお、第 955 道路維持管理事務所に２セット配置するは、第 14 道路維持管理事務所

が管轄していたビシュケク－トルガルト道路 246km～279km が、平成 18 年 3 月の組織

改編で、この部分の道路維持管理が第 955 道路維持管理事務所に組み込まれることと

なった。よって、作業量としては本来２道路維持管理事務所が行っていたものが、１

道路維持管理事務所で行うことになり、機材として２セットが必要となる。 

1 セットの機材編成で複数台必要な機材は、前述の表 2.2 3 に示すポットホール修繕

使用機材の中で、ハンドブレーカ、振動コンパクタである。 

 

• ハンドブレーカ 

ポットホールの存在が 20ｍピッチであること、エアホース長が 20ｍ確保されるこ

と、1班の作業員が 3名確保されること等を考慮し、作業効率を図る上から、ポッ

トホール 2箇所の同時施工を行う。よって、ハンドブレーカは 2台とする。 

• 振動コンパクタ 

国土交通省土木工事積算基準のアスファルト舗装工、人力施工における振動コン

パクタの使用台数は、車道及び路肩の作業で 2 台としている。よって、振動コン

パクタは 2台とする。 

 

② 除雪機材 

 

除雪速度を毎時 35km 程度とすると、対象除雪延長 172km の除雪時間は 

 172km÷35km/h≒4.9h 

建設機械等損料算定表に示される除雪トラック 1 台の標準作業時間は 5h であり、そ

の作業時間内であるため、作業時間的には 1台で除雪可能である。 

除雪幅では、除雪トラック1台の有効除雪幅をスノープラウ長3.1ｍの80％とすると、

1台当たりの除雪幅は 

 3.1ｍ×0.8≒2.5ｍ 

対象除雪幅は 10ｍであるため 

 10ｍ÷2.5ｍ/台＝4台 

よって、除雪トラックは作業時間及び作業幅より、4台が必要である。 
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③ 災害復旧機材 

 

災害発生は発生時期、発生規模が特定できないことと、再舗装機材に土工機材が含ま

れており、これらの機材を転用することで対応が可能と判断し、専用に機材を用意す

る必要はない。 

 

④ アスファルト再舗装機材 

 

1 セットの機材編成で複数台必要な機材は、前述の表 3-2-2-2.1 に示す再舗装使用機

材の中で、ダンプトラックである。 

なお、コンクリートカッタ及びアスファルトスプレーヤはポットホール修繕機材に含

まれているが、ポットホール修繕は日常的に実施されていることと、作業場所が随時

移動しているため、アスファルト再舗装のために、これら機材を転用することは困難

と判断する。 

よって、アスファルト再舗装用とてコンクリートカッタ、アスファルトスプレーヤを

ポットホール修繕用とは別に用意する。 

 

• ダンプトラック 

アスファルト混合物の一日の出荷量は表 3-2-2-2.2 のアスファルトプラントの仕

様検討で述べたとおり 

 約 160t（31.7t/h×5h）である 

大運搬距離 70km を積載時走行速度毎時 45km 程度、空荷時毎時 60km 程度とする

と、往復の所要時間は 

 （70km÷45km/h）＋（70km÷60km/h）＝2.72h 

1 日 8 時間作業とすると作業時間内に 1台のダンプトラックが往復できる回数は 

 8h÷2.72h/往復≒3往復 

ダンプトラック 1台の積載量は 10t、ダンプトラック 1台の 1日の運搬量は 

 10t/往復×3往復＝30t 

ダンプトラック必要台数は 

 160t÷30t/台＝5.33 台 

よって、6台のダンプトラックが必要となる。 

 

以上の検討の結果、本計画で調達が必要とされる機材を表 3-2-2-2.3 に示す。 
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表 3-2-2-2.3 調達必要機材 

各事務所配置数量 各事務所配置数量 

No. 機材名 
数

量 第 

955 

第 

41 

第

957

No. 機材名 
数

量 ｶﾁｺｰﾙ 

事務所 

第 

955 

第

41

第

957

1 エクスカベータ 1 1 － － 13 ロードローラ 1 － 1 － －

2 ホイールローダ（1） 1 1 － － 14 タイヤローラ 1 － 1 － －

3 ホイールローダ（2） 1 1 － － 15 振動コンパクタ 8 － 2 4 2

4 ダンプトラック 6 6 － － 16 アスファルトプラント 1 － 1 － －

5 クレーン付トラック 4 1 2 1 17 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 1 － 1 － －

6 トラックトレーラ 1 1 － － 18 ｱｽﾌｧﾙﾄｽﾌﾟﾚｰﾔ 5 － 2 2 1

7 ハンドブレーカ 8 2 4 2 19 散水車 1 － 1 － －

8 油圧ブレーカ 1 1 － － 20 移動式修理車 1 1 － － －

9 骨材プラント 1 1 － － 21 コンクリートカッタ 5 － 2 2 1

10 モータグレーダ 1 1 － － 22 除雪トラック 4 － － － 4

11 スタビライザ 1 1 － － 23 コンプレッサ 4 － 1 2 1

12 ハンドガイドローラ 4 1 2 1 24 予備部品 1式 1 式 － － －
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(4) 機材予備部品 

 

本計画においては、調達機材の円滑な運営を図るため、以下に示す基準に基づき調達機

材の予備部品を選定し、日本国側負担で調達する。 

 

• 予備部品の内容は、機材の機能を保持し、故障を未然に防ぐ観点から、定期交換部品

及び消耗部品を中心に選定する。 

• 予備部品の数量は、アスファルト舗装の再舗装 45km を施工する間にほぼ消費される

数量とする。 

• 予備部品費上限は、機材本体価格の 5％程度とする。 

 

これらの予備部品は、第 955 道路維持管理事務所内に新たに設けられる、ビシュケク～

ナリン～トルガルト道路管理局のカチコール事務所にコンピュータ設備を整え、予備部品

を保管し、入出庫・在庫管理を実施する。 

 

3-2-3 基本設計仕様 
 

3-2-3-1 機材詳細仕様 

 

前節で示した機材の基本仕様に基づき、入札に対応可能な詳細仕様を機材製作会社の機

材カタログ及び日本建設機械要覧（2004）を基に検討し、その結果を表 3-2-3-1.1 に示す。 

なお、キルギス共和国のエネルギー事情を勘案の上、調達機材はディーゼルエンジン搭

載機材とする。ただし、小型機材のためガソリンエンジンが標準である振動コンパクタ、

アスファルトスプレーヤ（散布用エンジン）、及びコンクリートカッタはガソリンエンジン

搭載機材とする。 

 

3-2-3-2 機材配置図 

 

本計画では据え付け機材としてアスファルトプラント及び骨材プラントの調達があげら

れる。 

図 3-2-3-2.1 にアスファルトプラント配置図、図 3-2-3-2.2 に骨材プラント配置図を参考

に示す。 
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エンジン出力 KW 100　以上 エンジン出力 KW 85　以上 エンジン出力 KW 115　以上 エンジン出力 KW 175　以上
運転整備質量 ｋｇ 19,500　以上 運転整備質量 ｋｇ 10,000　以上 運転整備質量 ｋｇ 12,500　以上 質量
寸法 寸法 寸法   ・最大積載量 ｋｇ 10,000　以上
  ・シュー幅 mm 600　以上   ・車軸距離 mm 2,900　以上    ・車軸距離 mm 3,000　以上   ・総質量 ｋｇ 19,150　以上
性能 性能 性能 寸法
  ・最大走行速度 km/h 5.0　以上   ・最大走行速度   ・最大走行速度   ・車軸距離 mm 3,800　以上
  ・後端旋回半径 mm 2,800　以下        前進－後進 km/h 34-23　以上        前進－後進 km/h 31-23　以上   ・荷台（内寸）
  ・旋回速度 rpm 11.0　以上   ・掘削力 kN 92　以上   ・掘削力 kN 115　以上 　　長さ mm 4,800　以上
  ・掘削力 kN 130　以上 作業範囲 作業範囲 　　幅 mm 2,200　以上
作業範囲   ・ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞｸﾘｱ mm 2,650　以上   ・ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞｸﾘｱ mm 2,600　以上 　　高さ mm 590　以上
  ・最大掘削深さ mm 6,600　以上   ・ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞﾘｰﾁ mm 1,000　以上   ・ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞﾘｰﾁ mm 1,050　以上 性能
  ・最大積込高さ mm 6,500　以上   ・掘削深さ mm 50　以上   ・掘削深さ mm 50　以上   ・最大走行速度 km/h 85　以上
  ・最大垂直 エンジン エンジン   ・登坂能力 ｄｅｇ 25　以上
        掘削深さ mm 5,950　以上   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ エンジン
  ・最大掘削高さ mm 9,400　以上   ・排気量 ｃｃ 5,850　以上   ・排気量 ｃｃ 6,450　以上    ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

  ・最大地上ﾘｰﾁ mm 9,700　以上   ・バッテリ 寒冷地仕様   ・バッテリ 寒冷地仕様    ・排気量 ｃｃ 9,800　以上
エンジン タイヤ タイヤ    ・バッテリ 寒冷地仕様
   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ   ・サイズ 17.5-25-12PR　以上   ・サイズ 20.5-25-12PR　以上 パワーライン
   ・排気量 ｃｃ 5,800　以上 バケット バケット   ・変速段数 6＋1　以上
   ・バッテリ 寒冷地仕様   ・タイプ 一般仕様   ・タイプ ﾊﾞｹｯﾄﾄｩｰｽ仕様   ・駆動 ４×４　以上
油圧   ・山積容量 ｍ３ 2.0　以上   ・山積容量 ｍ３ 2.5　以上 タイヤ
  ・流量×台数 ℓ/min 380　以上 キャビン キャビン   ・サイズ 10.00-20-16　以上
足回り   ・タイプ スティールキャビン   ・タイプ スティールキャビン 付属品
  ・タイプ クローラ 付属品 付属品    ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ

バケット   ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ   ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ

  ・山積容量 ｍ3 0.8　以上   ・ヒータ キャビンヒータ   ・ヒータ キャビンヒータ
付属品
  ・油圧取出し口 油圧ブレーカ用

表3-2-3-1.1　　機材詳細仕様（１／６）
エクスカベータ ホイールローダ（２）ホイールローダ（１） ダンプトラック

 

 

 

エンジン出力 KW 125　以上 エンジン出力 KW 210　以上 質量 本体質量 ｋｇ 7.0　以上

質量 質量   ・最大積載量 ｋｇ 25,000　以上 寸法

  ・最大積載量 ｋｇ 4,000　以上   ・許容連結質量 ｋｇ 30,000　以上   ・総質量 ｋｇ 32,000　以上    ・本体長 mm 550　以下

  ・総質量 ｋｇ 9,550　以上   ・総質量 ｋｇ 26,000　以上 寸法    ・シリンダ径 mm 35　以上

寸法 寸法   ・荷台    ･シャンク径 mm 25　以上

  ・車軸距離 mm 4,100　以上   ・車軸距離 mm 3,200　以上      長さ mm 6,500　以上    ･シャンク長 mm 80　以上

  ・荷台（内寸） 性能      幅 mm 2,900　以上    ･ホース径 mm 19　以上

　　長さ mm 5,300　以上   ・最大走行速度 km/h 85　以上      高さ mm 800　以下 性能

　　幅 mm 2,300　以上   ・登坂能力 ｄｅｇ 20　以上 性能    ・打撃数 bpm 1,300　以上

　　高さ mm 450　以上 エンジン   ・すそ回り半径 mm 2,200　以下    ・空気消費量 m3/min 1.5　以下

性能   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ タイヤ    ・ﾋﾟｽﾄﾝｽﾄﾛｰｸ mm 120　以上

  ・最大走行速度 km/h 100　以上   ・排気量 ｃｃ 12,000　以上   ・サイズ 8.25-16-14　以上 付属

  ・登坂能力 ｄｅｇ 25　以上    ・バッテリ 寒冷地仕様 付属    ・ホース m 20m×2本

エンジン パワーライン   ・乗込み台 手据えorｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ    ・ホースバンド 個 4

   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ   ・変速段数 9＋2　以上    ・チゼル ﾀｲﾌﾟ ﾓｲﾙﾎﾟｲﾝﾄ

   ・排気量 ｃｃ 6,900　以上 タイヤ mm 450

   ・バッテリ 寒冷地仕様   ・サイズ 11.00-20-16　以上 本 5

パワーライン 付属

  ・変速段数 5＋１　以上    ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ

タイヤ

  ・サイズ 8.25-20-14　以上

クレーン性能

  ・最大吊り能力 kg 3,000　以上

  ・ブーム長

基本×最大 mm

3,250×5,500　以上

  ・ブーム段数 2　以上

  ・旋回速度 rpm 2.5　以上

  ・最大揚程 mm 7,000　以上

  ・ｱｳﾄﾘｶﾞ-最大長 mm 3,500　以上

付属品

   ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ

表3-2-3-1.1　　機材詳細仕様（２／６）
トレーラトラック（セミトレーラ）クレーン付トラック トレーラトラック（トラックトラクタ） ハンドブレーカ
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運転整備質量 ｋｇ 1,600　以上 生産能力 ｔ／h 35　以上 エンジン出力 KW 100　以上 エンジン出力 KW 260　以上

寸法 一次破砕 運転整備質量 kg 10,700  以上 運転整備質量 ｋｇ 21,000　以上

  ・全高（ﾁｾﾞﾙ付） mm 2,900　以下  ・ホッパ容量 m
3

3.0　以上 寸法 寸法

  ･チゼル径 mm 　125　以上  ・フィーダ長   ・ブレード   ・車軸距離 mm 5,500　以上

  ･チゼル長 mm 1,100　以上 幅×長さ mm 600×1,800　以上      長さ mm 3,700　以上 性能

  ･チゼル質量 ｋｇ 90　以上  ・破砕機開口部      高さ mm 600　以上   ・最大作業速度 m/min 45　以上

  ･ホース径 mm 25　以上 幅×長さ mm 600×370　以上   ・軸間距離 mm 5,700　以上   ・最大走行速度 ｋm/h 20　以上

性能  ・破砕機モータ kw 30　以上 性能   ・改良幅 mm 2,000　以上

  ・打撃数 bpm 300-450　以上 二次破砕   ・最大走行速度   ・最大改良深さ mm 350　以上

  ・所要油量 ℓ/min 120-160　以上  ・篩網寸法       前進－後進 km/h 42-42　以上   ・登坂能力 ｄｅｇ 20　以上

  ・作動油圧 Mpa 10-13　以上 幅×長さ mm 900×3,000　以上   ・最小回転半径 mm 6,600　以下 エンジン

 ・篩網通過サイズ mm 40-20-13-5   ・前進ｵｼﾚｰｼｮﾝ deg 30　以上   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

 ・破砕機モータ kw 45　以上   ・ブレード   ・排気量 ｃｃ 11,300　以上

ベルトコンベア       最大リフト mm 450　以上    ・バッテリ 寒冷地仕様

 ・主コンベア幅   ・ｱｰﾃｨｷｭﾚｰｼｮﾝ deg 25　以上 走行方式

幅×長さ×本数 mm 500×15,000×１ 以上 エンジン   ・タイプ ホイール or クローラ

 ・戻りコンベア幅    ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ   ・タイヤ(クローラ)サイズ

幅×長さ×本数 mm 400×12,000×1 以上    ・排気量 ｃｃ 4,800　以上          前輪・後輪 15.5-25-12　以上

 ・補助コンベア幅    ・バッテリ 寒冷地仕様 　　　　 クローラ幅 650　以上

幅×長さ×本数 mm 400×12,000×4 以上 タイヤ

発電機   ・サイズ 13.00-24-8　以上

 ・電力出力 KVA 電動機総出力に対応 アタッチメント

 ・エンジン出力 kw 適合発電機に準じる   ・スカリファイヤ

付属品       爪数 本 ９　以上

 ・操作盤 防滴防塵屋外設置       幅 mm 1,000　以上

 ・配線材 各種30m　以上   ・キャビン スティールキャビン

付属品

   ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ

   ・安全装置 前照灯､ﾌﾞﾚｰｷ灯､方向
指示器､後進灯・ﾌﾞｻﾞｰ

  ・キャビン暖房 装備

表3-2-3-1.1　　機材詳細仕様（３／６）
油圧ブレーカ 骨材生産プラント モータグレーダ スタビライザ

 

 

 

エンジン出力 KW 3.7　以上 エンジン出力 KW 55　以上 エンジン出力 KW 67　以上 エンジン出力 KW 2.5　以上

運転整備質量 ｋｇ 600　以上 運転整備質量 ｋｇ 9,500　以上 質量 運転整備質量 ｋｇ 54　以上

寸法 寸法    ・自重 ｋｇ 8,500　以上 寸法

   ・車軸距離 mm 　510　以上    ・車軸距離 mm 3,400　以上    ・バラスト付 ｋｇ 12,900　以上    ・プレート

性能 性能 寸法 　　　　幅 mm 340　以上

   ・最大走行速度 km/h 3.0　以上    ・最大走行速度 km/h 16　以上    ・車軸距離 mm 3,600　以上 　　　　長さ mm 510　以上

   ・振動数 Hz 55　以上    ・締固め幅 mm 2,100　以上 性能 性能

   ・起振力 kN 9.8　以上 エンジン    ・最大走行速度 km/h 24　以上    ・最大転圧速度 m/min 22　以上

エンジン    ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ    ・締固め幅 mm 2,200　以上    ・振動数 Hz 90　以上

   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ    ・排気量 cc 3,000　以上 エンジン    ・起振力 kN 7.8　以上

   ・排気量 cc 300　以上    ・バッテリ 寒冷地仕様    ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ エンジン

足回り 足回り    ・排気量 cc 4,000　以上    ・タイプ 空冷ガソリン

   ・ローラ    ・ローラ    ・バッテリ 寒冷地仕様    ・排気量 cc 120　以上

       タイプ ｽﾑｰｽﾄﾞﾗﾑ        タイプ ｽﾑｰｽﾄﾞﾗﾑ 足回り

       径 mm 350　以上        前輪径 mm 1,620　以上    ・タイヤ

       幅 mm 600　以上        前輪幅 mm 550　以上        タイプ ｽﾑｰｽ

      本数 本 2 　　　 前輪本数 本 2        サイズ 14/70-20-12

       タイプ ｽﾑｰｽﾄﾞﾗﾑ       本数 本 前輪  3以上

       後輪径 mm 1,620　以上 本 後輪  4以上

       後輪幅 mm 1,100　以上

　　　 後輪本数 本 1

タイヤローラ 振動コンパクタ

表3-2-3-1.1　　機材詳細仕様（４／６）
ハンドガイドローラ ロードローラ
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生産能力 ｔ／h 35　以上 エンジン出力 KW 39　以上 エンジン出力 KW 2　以上 エンジン出力 KW 130　以上

ドライヤ 運転整備質量 ｋｇ 7,400　以上 性能 質量

　・ドラム径 mm 1,300　以上 寸法   ・吐出量 ℓ/min 30　以上  ・最大積載量 ｋｇ 8,000　以上

　・ドラム長 mm 4,500　以上   ・全幅 mm 2,500　以下   ・タンク容量 ℓ 400　以下  ・総質量 ｋｇ 14,100　以上

　・バーナ燃料 軽油 走行装置 エンジン 寸法

　・送風機風量 m3/min 65　以上   ・タイプ ホイール   ・タイプ 空冷ガソリン  ・車軸距離 mm 4,200　以上

加熱材計量装置   ・サイズ バーナ タンク

　・計量形式 ロードセル         前輪 18×6×12　以上   ・タイプ 軽油  ・容量 ℓ 8,000　以上

　・計量能力         後輪 13.50-20-14　以上 足回り  ・全長 mm 4,400　以上

骨材×Aｓ×ﾌｨﾗｰ kg 600×80×100　以上 性能   ・タイヤ  ・全幅 mm 2,200　以上

　・保温ヒータ kw 1.00　以上   ・最大作業速度 m/min 12　以上       サイズ 3.50-16-4　以上  ・全高 mm 1,100　以上

ｱｽﾌｧﾙﾄ供給装置   ・ﾎｯﾊﾟｰ容量 ton 8　以上       本数 本 2 性能

　・貯蔵タンク容量 ton 30t×2基　以上 作業範囲 付属品  ・最大走行速度 km/h 95　以上

　・散布ポンプ能力 ℓ/min 220　以上   ・標準舗装幅 mm 2,000　以上   ・散布ホース  ・登坂能力 ｄｅｇ 20　以上

　・移送ポンプ能力 ℓ/min 190　以上   ・伸縮式        径×長 mm エンジン

　・バーナ燃料 軽油       最大舗装幅 mm 4,400　以上 19×5,000　以上  ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

　・軽油貯蔵ﾀﾝｸ容量 ℓ 15,000　以上   ・最大舗装厚さ mm 150　以上 　　　 本数 本 3  ・排気量 ｃｃ 6,900　以上

　・軽油供給ﾎﾟﾝﾌﾟ能力 ℓ/min 35　以上 エンジン   ・散布バー  ・バッテリ 寒冷地仕様

ミキサ   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ        径×長 mm パワーライン

　・形式 二軸バクミル   ・排気量 ｃｃ 3,000　以上 19×1,600　以上  ・変速段数 6＋1　以上

　・容量 500kg／バッチ　以上   ・バッテリ 寒冷地仕様 　　　 本数 本 3 タイヤ

材料ホッパ フィーダ装置   ・散布ノズル  ・サイズ 10.00-20-14　以上

　・ホッパ容量 m3 5　以上   ・最大速度 m/min 18　以上 　　　 個数 個 5

　・個数 個 4　以上 スプレッダ装置

　・フィーダ装置 ベルト可変速方式   ・最大回転数 rpm 59　以上

石粉供給装置 スクリード装置

　・ホッパ容量 m3 4　以上   ・最大振動数 Hz 47　以上

　・フィーダ装置 スクリュー方式 加熱装置 プロパンガス

集塵装置 付属    キャノピ

　・一次集塵装置 サイクロン方式

　・二次集塵装置 ﾍﾞﾝﾁｭﾘｽｸﾗﾊﾞ方式

　・二次集塵湿式ﾎﾟﾝﾌﾟ ℓ/min 600　以上

制御装置

　・動力盤 室内設置

　・制御範囲 供給・計量・バーナ

　・制御室 要手配

表3-2-3-1.1　　機材詳細仕様（５／６）
アスファルトプラント アスファルトフィニッシャ アスファルトスプレーヤ 散水車

 

 

 

エンジン出力 KW 145　以上 エンジン出力 KW 5.0　以上 エンジン出力 KW 145　以上 エンジン出力 KW 36　以上

質量 運転整備質量 ｋｇ 120　以上 質量 運転整備質量 ｋｇ 880　以上

  ・最大積載量 ｋｇ 3,900　以上 寸法   ・車両質量 ｋｇ 9,000　以上 性能

  ・総質量 ｋｇ 10,000　以上    ・全長 mm 1,900　以下   ・総質量 ｋｇ 11,000　以上    ・吐出量 m3/min 5.0　以上

寸法    ・全幅 mm 550　以下 寸法    ・吐出圧 MPa 0.65　以上

  ・車軸距離 mm 4,200　以上    ･全高 mm 1,100　以下   ・車軸距離 mm 3,500　以上 エンジン

  ・アルミバンボディ 性能   ・スノウプラウ    ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

長×幅×高 mm    ・ブレイド寸法 mm 350　以上 　　　長さ mm 3,100　以上    ・排気量 ｃｃ 2,150　以上

2,500×2,450×2,000　以上    ・最大切削深さ mm 120　以上 　　　最大高さ mm 1,150　以上    ・バッテリ 寒冷地仕様

性能 エンジン 性能 足回り

  ・最大走行速度 km/h 80　以上    ・タイプ 空冷ガソリン   ・最大走行速度 km/h 90　以上    ・タイヤ

  ・登坂能力 ｄｅｇ 20　以上    ・排気量 ｃｃ 200　以上   ・登坂能力 ｄｅｇ 25　以上        サイズ 5.00-10-6　以上

エンジン 付属品 エンジン       本数 本 2

   ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ    ・カッタブレイド 枚 5    ・タイプ 寒冷地仕様水冷ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 取出しコック

   ・排気量 ｃｃ 8,200　以上    ・排気量 ｃｃ 8,200　以上    ・コックサイズ mm 19　以上

   ・バッテリ 寒冷地仕様    ・バッテリ 寒冷地仕様    ・コック数 個 2　以上

パワーライン パワーライン

  ・変速段数 5＋1　以上   ・変速段数 5＋1　以上

  ・駆動 ４×４　以上   ・駆動 ４×４　以上

タイヤサイズ 9.00-20-14　以上 タイヤ

付属品   ・サイズ 9.00-20-14　以上

   ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ 付属品

搭載設備    ・タイヤチェン ﾍﾋﾞｰﾃﾞｭｰﾃｨﾉﾝｽｷｯﾄﾞﾁｪﾝ

・エンジン発電溶接機（溶接器具・防具含む）    ・熱線入りウインド

・ガス溶接機（溶接器具・防具・キャリア含む）    (フロント､リア､サイドミラー) 装備

・コンプレッサ　・工作台　・万力　・計測機器    ・サイドウィンド用デフロスタ 装備

・修理工具（手、電動）　・工具収納キャビネット    ・ゴーストバイザー 装備

・バッテリサービス機器　・卓上工作機

・手動ドラムポンプ　・グリスポンプ、ガン

・オイルジョッキ ・油圧ジャッキ ・レバーブロック

・台付けワイヤ  ・ナイロンワイヤ　・消火器

・クレーン（３ｔ吊り）

表3-2-3-1.1　　機材詳細仕様（６／６）
コンクリートカッタ 除雪トラック移動修理車 コンプレッサ
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3-2-4 調達計画 
 

3-2-4-1 調達方針 

 

(1) 事業実施主体 

 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合、実施組織の全体的な関係は

下図に示すようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 実 施 関 連 図 

 

キルギス共和国側の本プロジェクト実施機関は、運輸通信省である。無償資金協力ガイ

ドラインに従い、実施設計及び調達監理は日本のコンサルタントが担当し、本プロジェク

ト機材調達については日本法人が主契約者となる。 

 

(2) コンサルタント 

 

E/N 締結後、運輸通信省は速やかに日本のコンサルタントとの間で本計画の実施に係る

コンサルタント契約を結ぶことになる。運輸通信省と契約したコンサルタントは、本プロ

ジェクト機材の実施設計、入札図書作成、入札補助、調達監理等のエンジニアリングサー

ビスを提供し、本プロジェクト機材の引渡し、ソフトコンポーネント実施完了まで責任を

負う。 

 

(3) 機材納入業者 

 

入札参加資格制限付一般競争入札により、要求された品質・仕様について審査を合格し、

落札した納入業者は運輸通信省と本プロジェクト機材の納入に関し契約を結ぶ。納入業者

は、契約に決められた納期内に、運輸通信省が要求する機材納入、据付、初期操作指導・

日常点検整備指導を誠実に行う義務がある。 

日本国政府 

国際協力機構 

キルギス共和国政府 

日本のコンサルタント会社 

・入札図書作成 

・機材調達監理 

・据付・運転指導監理 

・ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの実施 

・各契約書の認証 

日本の納入業者 

・資機材調達 

・輸送 

・納入、据付 

・運転指導 

実 施 機 関 
（運輸通信省） 

機材調達監理 

機材調達契約 

交換公文（E/N）
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3-2-4-2 調達上の留意事項 

 

調達される機材は納入業者により、キルギス共和国ナリン州内の以下に示す指定場所に

それぞれ納入される。 

・プラント機材を除く調達予定機材及び予備部品の納入場所は、本プロジェクトの対

象道路を管轄する MOTC ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局のカチコール

事務所（第 955 道路維持管理事務所）とする。 

・プラント機材はビシュケク－トルガルト道路 243km 地点の第 955 道路維持管理事務

所の管理地とする。 

実際の機材配置先は表 3-2-2-2.3 に示すように、同道路管理局の組織下にあり、ナリン

州内の対象道路の維持管理作業にあたる第 955、第 41、第 957 の各道路維持管理事務所に

実施機関の責任で配置する。 

指定場所に機材が納入された後、納入業者は納入機材すべてに関し、試運転作動確認を

行い機材の正常な作動を確認した上で、運輸通信省に機材を引き渡す。また、引渡し後、

納入業者は実施機関に対し、速やかに初期操作指導及び日常点検指導を実施する。 

 

3-2-4-3 調達・据付区分 

 

内陸輸送を含む機材調達コストは日本国側負担である。 

機材の輸入にかかわる一切の税の免除措置はキルギス共和国側で行う。 

アスファルトプラント及び骨材プラントの据付けに関する区分は次のとおりである。 

• 基礎･擁壁設置工事を含む据付け工事は、日本国側負担で行う。 

• 据付けのための用地確保、整地、及び一次側電源とプラントまでの給水・排水工事は

キルギス共和国側負担で行う。 

• 調達機材据付けに支障となる既設構造物の撤去移設は、キルギス共和国側負担で行う。 

 

なお、次のものは日本国側より事前にキルギス共和国側に提示される。 

• 据付けに必要な用地図 

• 基礎図 

• 据付け図（給水・排水系統図含む） 

• 必要電力量 

• 必要水容量 

 

3-2-4-4 調達監理計画 

 

(1) 調達監理の基本方針 

 

本計画が日本国政府の無償資金協力で実施される場合、入札図書及び調達監理を遂行す

るに当っては、特に以下の事項に関する十分な理解が必要である。 
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• 業務計画の策定に至る背景 

• 基本設計調査報告書 

• 無償資金協力の仕組み 

• 二国間で締結された交換公文 

 

以上を踏まえ、実施設計、調達監理業務の内容、担当、留意点についての概要を示す。 

 

(2) 業務内容 

 

E/N 締結後、E/N に示された業務範囲においてコンサルタントは、実施機関との間でコン

サルタント業務契約を結ぶ。その業務の内容は、概略以下のようになる。 

 

① 実施設計業務 

• 入札図書の作成・協議（現地・日本） 

• 入札図書に対するキルギス共和国側の承認取得（現地） 

• 入札の実施、入札結果の評価及び報告、承認（日本） 

• 契約促進業務（現地・日本） 

• キルギス共和国側負担事項の確認（現地・日本） 

 

② 機材調達監理 

• 調達発注書の発行確認 

• 調達状況の確認 

• 工場出荷前検査 

• 船積み前検査を第三者検査機関へ依頼 

• 進捗状況報告 

• 現地引渡し検査及び引渡し立合い 

• 完了届の作成 

 

③ 機材初期操作指導 

調達機材については、コンサルタントの技術者の指導下で納入機材メーカの技術者

による機材初期操作指導、機材の日常点検整備に関する指導を実施する。 

 

(3) 業務上の留意点 

 

① 基本設計段階で明らかにされた機材調達条件について、変更がないか確認を行う。 

② E/N 締結後、設計内容のレビューを行い、無償資金協力の機材案件としての目的に沿っ

た詳細設計とした上で、入作図書を作成し、キルギス共和国側の承認を得る。 
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3-2-4-5 品質管理計画 

 

機材の調達においては、業務契約書に定める技術仕様に適合していることを確認するた

め、各段階において下記の検査を実施する。 

 

• 調達発注書の発行確認 

• 工場出荷前検査 

• 船積み前検査 

• 引渡し検査 

 

3-2-4-6 機材調達計画 

 

機材調達の選定にあたっては、現地での運営・維持管理状況、現地の技術水準、経済性

等を総合的に比較検討し、キルギス共和国に も有利な製品を選択する。 

 

(1) 調達方法 

 

実施機関が保有する機材のほとんどは旧ソ連製であり、また、キルギス共和国内におい

て建設機材の製造は行なわれておらず、市場全体としても日本製、第三国製ともに普及し

ていない。また、建設機材製造会社の現地代理店も存在しない。 

唯一市場で普及しているロシア製建設機材については、キルギス共和国内に代理店がな

いという事実、保証期間中の修理に対してメーカ技術者の派遣費用の負担を要求してきた

事例、保証修理に対して調査もせずに使用上の過失による故障であると責任転嫁をしてい

た事例等が報告されており、これらの事実に基づき、修理・アフターケア体制を満足して

いないと判断する。 

調達対象機材の調達適格国は、以下の理由により第三国を認める必要はなく、日本国調

達が妥当と判断する。 

 

• 調達対象機材は全て日本で製造されている。 

• 調達対象機材は現地では全く製造されていない。 

• 日本調達に限定した入札を実施した場合でも、複数企業が調達対象機材を製造してお

り、入札において競争が確保される。 

• 第三国調達の対象となる欧州製機材について日本調達と比較した場合、輸送費を含め

た価格において著しい優位性が認められない。 

• 運輸通信省で日本製機材の調達を希望している。 
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(2) 輸送ルート 

 

輸送ルートは次の 3ルートについて検討を行った。 

 

① ロシアのナホトカ港からシベリア鉄道経由ビシュケク入り 

② 中国の天津新港から中国鉄道経由ビシュケク入り 

③ イランのバンダルアバス港から陸路／鉄道経由ビシュケク入り 

 

機材搬入予定時期は実施工程より 5 月頃と考えられ、雪害等による輸送障害は発生しな

いと考えられる。 

 

① ルート： 韓国からの欧州向け貨物が増大していることにより、ナホトカでのシ

ベリア鉄道の貨車の確保が難しい。また、日本の積出し港からナホト

カ港向け一般在来船の運行数が少なく、輸送日程の確定が難しい。 

 

② ルート： 鉄道の軌道幅が変わるためにカザフスタンのドルジバで積替えをする

必要があるが、近年の中国鉄道ルート開拓機運の高まりによりシベリ

ア鉄道の代替ルートとしての地位を確立した。中央アジア向けの場合

はシベリア鉄道ルートより割安となる。 

 

③ ルート： トラックによる陸送距離が長くなる、イランのマシュハドで鉄道への

積替えが必要となる、途中 5 ヶ国を通過するなど手間がかかり輸送期

間が長くなる。 

 

よって、中国鉄道を使用するルートが割安であり、 も安全な輸送ルートと思われる。 

通過国の通関手続きは日本側負担であるが、キルギス共和国の通関手続きは先方負担で

ある。 

 

(3) 国内輸送 

 

本プロジェクトにおいて、アスファルトプラント及び骨材プラントの調達を予定してお

り、同プラントの据付工事も日本側負担とする予定である。プラント部材の輸送に関して

は、次の点を配慮する必要がある。 

 

• 設置工事工程に見合った搬入と、搬入期日の厳守 

• 梱包数が多いため、適正な運搬車輌の手配 

• 組立手順に沿った梱包の搬入計画 

• 部材に歪みを生じさせない適正な荷積みの実施 
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プラントの据付工事を円滑に実施するためには、上記配慮事項が遵守される必要がある。

よって、国内輸送を日本側負担で行い、プラント設置場所渡しとする。 

その他の機材についても、技術支援（ソフトコンポーネント）を円滑に実施するために

は、搬入／組立／試運転を指定期日までに完了する必要がある。よって、国内輸送を日本

側負担で行い、ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局のカチコール事務所渡しとす

る。 

 

(4) 予備部品 

 

本計画においては、調達機材の円滑な運営を図るため、以下に示す基準に基づき調達機

材の予備部品を選定し、日本国側負担で調達する。 

 

• 予備部品の内容は、機材の機能を保持し、故障を未然に防ぐ観点から、定期交換部品

及び消耗部品を中心に選定する。 

• 予備部品の数量は、アスファルト舗装の再舗装 45km を施工する間にほぼ消費される

数量とする。 

• 予備部品費上限は、機材本体価格の 5％程度とする。 

 

これらの予備部品は、ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局のカチコール事務所

にコンピュータ設備を整え、予備部品を保管し、入出庫・在庫管理を実施する。 

 

3-2-4-7 ソフトコンポーネント計画 

 

(1) ソフトコンポーネント実施の必要性 

 

本案件はナリン州内のビシュケク－トルガルト道路（対象区間 362km）の道路維持管理

用機材を整備する案件であるが、実施機関における機材維持管理及び道路維持管理業務に

関して以下の問題点が確認された。 

 

① ソ連時代の旧式機材を基にして得た機材構造･機材維持管理知識により、オペレータを

兼ねたメカニックがメンテナンスを個々に実施しており、効果的な機材メンテナンスを

行うために、 新機材に対する知識･情報の取得を必要としている。 

② 機材維持管理設備が不十分なため、経験に頼ったメンテナンスが実施されており、各機

材の的確な問題解決･メンテナンスの手法を必要としている。 

③ 部品は故障の都度調達しているため、予備部品を保有して、定期交換、故障時交換に対

応できる適切な機材運営管理体制の構築を必要としている。 

④ ほぼ全線に施された瀝青表面処理(SBST)は瀝青層が薄いため、瀝青材が劣化し、表面処

理層が剥離しはじめている。再舗装の実施にあたり、複数機材を組み合わせた効率的な

施工計画立案にかかる技術支援を必要としている。 

⑤ 舗装構造の強度不足及び施工不良に起因した轍割れ、表層の寄り、ポットホールが多数
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発生している。このため舗装設計、骨材及びアスファルト混合物の品質管理、施工監理

等の技術支援を必要としている。 

 

実施機関も、 新機材に関する知識不足はもとより、複数機材を組み合わせた効率的な

施工計画立案のノウハウの欠如を認識しており、本案件により調達される様々な機材を有

効に活用するために技術支援を要望している。 

本案件の全体プロジェクト目標である幹線道路の適切な改修を円滑に進めるにあたり、

キルギス共和国側実施分の機材運営・維持管理業務及び道路補修の詳細設計・施工監理業

務に関する作業効率および技術の向上を目的とした技術支援が必要である。 

 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

 

前述の 新機材の運用に関する知識不足については、機材納入業者による初期運転指導

によりそれぞれの機材のオペレータの技能向上が図られる。 

初期運転指導に加えて行う本ソフトコンポーネントは、キルギス共和国実施機関の道路

維持管理能力、特に種々の調達機材を組み合わせて現場に配置し、効率的に作業を進める

総合的な機材運用を含めた道路修繕技術を支援することにより、限られた資金の下での効

果的・効率的な道路維持補修が実施できるようにすることを目標とする。 

 

(3) ソフトコンポーネント実施により得られる成果 

 

本ソフトコンポーネントにより得られる成果として以下の事項があげられる。 

 

○ 道路維持管理機材を用いた効率的な施工計画･施工監理に係る必要技術の確保 

• 舗装劣化診断・ 適な補修方法の選定手法を習得することにより、道路の損傷状

況から適切な補修工事を計画的に実施できるようになる。 

• 各補修工法における各機材の組合せ、施工手順及び施工上の留意事項、施工に伴

う必要資機材・労務等の調達時期と量が把握できるようになり、効率的な機材運

用による道路維持管理計画･作業の実施が可能となる。 

• 適切な施工監理方法を習得することにより補修技術が向上し、より高品質な補修

施工を、より短い工期で達成できるようになる。 

 

本ソフトコンポーネントの成果は以下の方法で確認される。 

 

○ 道路維持管理（補修）の計画立案・設計・施工監理に係る必要技術の確保 

• 施工計画書の作成 

• 施工実績（施工量、施工品質等）の増加 

• 機材運用効率の増加 

• アスファルト混合物の品質（粒径、配合、温度等）管理 

以上を実施機関が独自に行う。 
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(4) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

 

本ソフトコンポーネントの活動は、実施機関が行う補修作業において調達機材を使用し

ての計画立案・設計・施工監理に係る技術支援を行う。この現地での補修作業は、実際に

調達機材を使って道路を補修する際の考え方であり、各機材の初期操作指導・運用指導等

の円滑な立ち上がり支援に付随し、損傷状況に基づいた補修の計画、設計、資機材の調達、

施工監理、記録・フィードバックと一連の作業を計画的・効率的に行い、総合的な道路補

修技術の向上を図ることである。なお、講義や施工計画立案などの理論編と設計実習、現

場実習からなるプログラムにより技術の定着を図る。 

 

具体的な活動を以下に示す。 

• 機材維持管理の帳票整備における技術支援 

• 路面性状調査手法における技術支援 

• 舗装劣化診断手法における技術支援 

• 道路補修施工計画書の作成 

• 道路補修施工監理要領書の作成 

• 道路補修施工の事前調整・準備、事後評価における技術支援 

• 道路維持管理（補修）現場における適切な施工監理の技術支援 

 

上記実施項目の詳細は以下のとおりである。 

 

（１）機材運営管理の帳票整備における技術支援 

先述の問題点「予備部品の保有・保管」に対応して、予備部品を保管、在庫する場合の

基本になる帳票管理に関する技術支援を行う。コンサルタントは、キルギス共和国側自身

が必要な項目・レイアウトを検討して帳票の様式を作成する過程でのアドバイスと、作成

した帳票を用いて実際に機材を管理する方法を指導する。 

１）技術支援・指導の主な項目 

① 機材の利用帳票（修理履歴簿、運転日報、始業点検、定期点検実施票、など）

の整備・運用管理 

② 予備部品の保有・保管・調達、入出庫・在庫管理に関する帳票（在庫管理票、

棚卸し票、調達部品管理票、部品配置図など）の整備・運用管理  

２）実施時期及び日数 

調達機材納入前後の 5日間 

（内訳） ・帳票整備の必要性と活用方法に関する説明（1日） 

・キルギス共和国側による帳票作成への指導（3日） 

・帳票を用いた管理実習（1日） 

   ３）実施場所 

第 955 道路維持管理事務所 

   ４）受講対象 

実施機関の現場責任者、作業長、帳票整備担当者、作業員等各管理事務所から参加

し、合計 15 名程度 
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    ５）講師 

コンサルタント機材技術者１名 

 

（２）道路補修計画／設計実習による技術支援（講義と実習） 

道路補修に関する理論の講義を行い、キルギス共和国側施工技術者の技術力を向上させ

る。また、講義に加えて、キルギス共和国が作成する「道路補修施工計画書」、「道路補修施

工監理要領書」に基づき、道路維持管理にかかる一連の業務を現場にて実習する。この現場

実習により技術の定着を図るとともに、現場技術者との意見交換によりキルギス共和国に応

じた施工方法を構築する。 

１）技術支援・指導の主な項目 

① 路面性状調査及び解析の手法 

② 最適な補修方法の選定の手法 

③ 舗装設計の手法 

④ 施工実施準備計画（機材の現場回送、必要機材の組合せ順等）の手法 

⑤ 撤去計画（表層破砕等）の手法 

⑥ 舗装施工厚さ設定等の手法 

⑦ 品質管理（路盤改良、表層舗装）の手法 

⑧ 舗装施工評価の手法 

⑨ 技術指導事後評価 

２）実施時期及び日数 

機材初期運転指導後の 17 日間 

（内訳） ・項目①～③についての講義（3日） 

          ・③の設計実習（4日） 

・④施工実施準備計画指導（1日） 

・⑤～⑦の現場実習（7日） 

・⑧舗装施工評価指導（1日） 

・技術指導事後評価（1日） 

   ３）実施場所 

第 955 道路維持管理事務所、ポットホール及び舗装打換え対象カ所 

   ４）受講対象 

実施機関の現場責任者、作業長、作業員等各管理事務所から参加し、合計 25 名程度 

    ５）講師 

コンサルタント道路技術者１名 

     

（３）道路補修施工計画書の作成 

施工計画書は、本プロジェクトで調達される各機材を用いて、ポットホールの補修、及

び舗装打換え工法にて道路補修工事を実施するために、コンサルタント指導のもと、実施

機関の道路エンジニアによりキルギス共和国に適したものが作成される。なお、コンサル

タントは本邦において教本用施工計画書を作成する。この教本用施工計画書は、本プロジェ

クトでの調達機材構成、キルギス共和国の状況（実施機関の技術力、対象地域状況等）を

反映した内容とし、その項目は以下によって構成される。 
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① 実施工程、②実施体制、③使用機械（組合せ）、④使用材料（資材調達）、 

⑤施工方法（手順）、⑥安全対策、⑦環境対策 

 

１）技術支援・指導の主な項目 

① 道路現状調査 

②  道路補修施工計画書の作成 

２）実施時期及び日数 

機材初期運転指導後の 6日間 

（内訳） ・道路モニタリング実習及び現状解析実習（3日） 

・道路補修施工計画書の作成指導（3日） 

３）実施場所 

第 955 道路維持管理事務所 

   ４）受講対象 

実施機関の道路エンジニアらが参加し、合計 5名程度 

    ５）講師 

コンサルタント道路技術者１名 

 

（４）道路補修施工監理要領書の作成 

本要領書は、コンサルタントが本邦において作成する道路補修施工監理マニュアルをも

とに、コンサルタント支援・指導のもと、品質、出来高、工程管理の各要領の標準化を図

るために、実施機関の道路エンジニアによりキルギス共和国に適したものが作成される。

具体的には、各チェックリスト、管理チャート等を作成する。コンサルタントが作成する

道路補修施工監理マニュアルは、キルギス共和国の状況を反映した内容とする。 

１）技術支援・指導の主な項目 

① 道路補修施工監理要領書の作成 

２）実施時期及び日数 

機材初期運転指導後の 2日間 

３）実施場所 

第 955 道路維持管理事務所 

   ４）受講対象 

実施機関の道路エンジニアらが参加し、合計 5名程度 

    ５）講師 

コンサルタント道路技術者１名 

 

3-2-4-8 実施工程 

 

実施設計、入札／調達監理、ソフトコンポーネントについて実施工程計画を表 3-2-4-8.1

に示す。 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

 

本プロジェクトが実施された場合のキルギス共和国政府及び運輸通信省の分担事項は以

下のとおりである。 

 

• 本プロジェクトに関し日本に開設する銀行の手数料の負担 

• 本プロジェクトの資機材輸入の免税、通関手続き及び速やかな国内輸送のための措置 

• 本プロジェクトに従事する日本人がキルギス共和国への入国及び滞在するために必

要な法的措置 

• 本プロジェクトに従事する日本人及び実施に必要な物品／サービス購入への課税免

除 

• 本プロジェクトを実施するために必要な許認可証明書等の発行 

• 本プロジェクトの実施上必要な資料／情報の提供 

• 調達機材のアスファルトプラント及び骨材プラント設置用地の確保と、用地内の既存

構造物の撤去及び整地の実施 

• 調達機材のアスファルトプラント及び骨材プラントまでの一次側給電工事と給水・排

水工事の実施 

• 調達機材の駐機用地の確保 

• 調達機材の適切な運用及び維持管理の実施 

• 対象道路の維持管理工事の実施 

• ソフトコンポーネント参加対象人員の確保と、現場実習に要する材料・燃料費を含む

ソフトコンポーネント実施に係る諸費用 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

本プロジェクトの対象道路の維持管理業務は、調達機材を使用して運輸通信省の直営で

実施される。また、調達機材の維持管理業務についても運輸通信省の直営で実施する。 

本プロジェクトで実施する道路維持管理作業に必要となる作業長、オペレータ、作業員

等の配置人員数、及び現在の在籍人員数を、調達機材が配置される事務所毎にまとめ表

3-4.1 に示す。 

 

 表 3-4.1 必要配置人員 

道路維持管理事務所 人員数

作業項目 

道路管理局 

ｶﾁｺｰﾙ事務所 第 955 第 41 第 957 

ポットホール補修 0 8 4 4 

除雪 0 0 0 8 

アスファルト舗装の再舗装 0 15 0 0 

プラント運転 0 9 0 0 

機材巡回メンテナンス 3 0 0 0 

予備部品管理 2 0 0 0 

必要配置人員数 5 32 4 12 

現在籍人員数 未定 36 65 56 

 

ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局カチコール事務所については、必要人員を

確保する旨を実施機関の次官が確約している。また、表に示すとおり、必要配置人員数に

対し各道路維持管理事務所ともに対応可能な在籍人員を確保しており、これらの組織をも

とに本プロジェクトの運営・維持管理は実施される。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 
 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業総額は約 573.4 百万円で、日本国側負

担 572 百万円、キルギス共和国側負担 1.4 百万円となる。ただし、ここで記載する日本国

側負担の概算事業費が即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

先に述べた日本国とキルギス共和国との負担区分に基づく経費内訳は、以下に示す積算

条件によれば次のとおり見積もられる。 

 

(1) 日本国側負担経費 
 

事 業 費 区 分 単位：百万円 

① 機材調達費 539 

1) 機材費 

  ・ポットホール修繕機材 

  ・除雪機材 

  ・再舗装機材 

2) 現地調達監理据付け工事費等 

3) 業者による技術指導費 

513 

50 

55 

    408 

24 

 2 

② 機材設計監理費  33 

1) 実施設計費 

2) 調達監理費 

3) ソフトコンポーネント費 

 16 

 10 

  7 

合      計 572 

 

(2)  キルギス国側負担経費 

 

アスファルトプラント、骨材プラント用土地取得・整地費 

５万ソム（約 14.1 万円） 

アスファルトプラント、骨材プラント付帯工費 

20 万ソム（約 56.3 万円） 

ソフトコンポーネント実施費 

1.5 万ソム（約 4.2 万円） 

銀行取極め手数料 

24.4 万ソム（約 68.7 万円） 

 

(3)  積算条件 

・積算時点 2006 年 3 月 

・為替交換レート 1US ドル＝117.07 円 

 1 ソム（現地通貨）＝2.82 円 

・施工期間 事業実施工程計画に示したとおり 

・その他 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、

実施されるものとする。 
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3-5-2 運営・維持管理費 

 

本プロジェクトで調達される機材は、運輸通信省により運営・維持管理が行われる。 

調達機材の維持管理に必要な年間経費及びアスファルト混合物の年間材料費の合計は、

表 3-5-2.1 に示すとおり、約 46 百万円と見込まれる。 
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3-6 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

 

実施機関においては、道路維持管理及び機材維持管理に関する基礎知識は有するものの

新技術、新システムに関する知識・技量は乏しい状態にある。 

よって、機材納入時には機材の運転操作指導にとどまらず、通常より時間をかけた構造・

取扱い説明及び操作訓練等、より細部にわたる指導を行うことを計画しており、設定期間

内に効率よく技術指導が行なわれるよう関係者との協議を十分行う必要がある。 

また、実施機関が実施する道路維持管理作業の事業効果の早期発現、持続性確保のため、

ソフトコンポーネントによる技術支援を実施する計画であるが、このソフトコンポーネン

トは現地が雪による冬期作業休止前の 10 月までに完了させることが必要である。そのため

に調達機材の現地納入、据付工事日程等が事業実施工程どおり行われるよう関係者との協

議を十分行う必要がある。 

さらに、新技術、新システムに関する意識の高揚及び円滑な技術導入を図るために、機

材維持管理・修理・故障診断及び道路維持管理施工法等の 新技術に関し、本邦における

カウンターパート研修の実施を、機材現地納入時期に合わせて実施することを検討すべき

である。 
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第４章  プロジェクトの妥当性の検証 
 

4-1 プロジェクトの効果 

 

計画の効果・改善程度 
現状と問題点 

本計画での対策 

（協力対象事業） 
直接効果 間接効果 

１．道路維持管理施工機材 

 稼働可能機材が少なく、多様な道路

維持管理作業に対応できない 

 稼働可能機材は標準使用年数を大幅

に過ぎており、故障・修理を繰り返

している 

 稼働可能機種が限定され、且つ故障

頻度が多いため、道路維持管理作業

効率及び施工品質の低下を招く主要

因となっている 

 ポットホール補修、除

雪、災害復旧、アスファ

ルト再舗装の各種機材

の調達 

 運転指導 

 道路維持管理作業に関

するソフトコンポーネ

ントの実施 

２．アスファルトプラント 

 老朽化により故障頻度が多く、安定

したアスファルト供給ができない 

 生活能力が低く、十分な出荷量が確

保できない 

 老朽化による機能低下で、生産アス

ファルトの品質が確保できない 

 粒径別材料ストックがされていない

ため、配合管理ができない 

 アスファルトプラント

の調達 

 現地据付け工事 

 試運転、調整 

 運転指導 

３．骨材プラント 

 老朽化により故障頻度が多く、安定

した骨材生産ができない 

 生産可能骨材が 2 種類のみで、アス

ファルト混合に必要な粒径が確保で

きない 

 原石及び生産骨材を小運搬する専用

機材がなく、著しく作業効率が悪い 

 骨材プラントの調達 

 現地据付け工事 

 試運転、調達 

 運転指導 

４．機材維持管理 

 系統立てたメンテナンス知識がな

く、それに必要な設備が備えられて

いない 

 故障対応経験は豊富であるが、故障

予防に対する認識が少ない 

 予備部品が在庫されていないため、

修理完了までに時間を要する 

 移動修理車の調達 

 機材維持管理に関する

ソフトコンポーネント

の実施 

 ナリン州内のビシュ

ケク－トルガルト道

路 362km 区間が整備

される 

 道路維持管理用機材

が整備される 

 ナリン州住民の雇用

促進、生活レベルの

向上 

 物資、旅客の輸送時

間が短縮され、物流

コストの低減が見込

まれる 

 冬期の除雪作業時間

が短縮され、住民の

生活環境が確保され

る 

 走行車輌へのダメー

ジが軽減し、車輌維

持管理費用が低減す

る 
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4-2 課題・提言 

 

本計画の実施による効果をより確実に発現・維持させるために、以下の課題を解決して

行く必要がある。 

 

①  本プロジェクトでは、実施機関が限られた資金の下で効果的・効率的な道路維持管

理が実施できるよう、機材運用を含めた総合的な道路維持管理技術の習得を目的と

するソフトコンポーネントを導入する。このソフトコンポーネントは現地が積雪に

よる冬期作業休止前の 10 月までに完了させることが必要であり、そのため調達機材

の現地納入、据付工事日程等が事業実施工程どおり行われるよう、また「キ」国側

負担部分の予算措置が適切に確保されるよう、関係者との協議を十分行う必要があ

る。 

②  道路維持管理にかかる予算確保をより確実にするため、対象道路区間の具体的な道

路補修施工計画を策定し、計画が着実に実施できるよう関係機関の協力を図る必要

がある。 

③  機材のメンテナンス履歴や部品の在庫・消費・注文・納入等が効率的に管理できる

コンピュータシステム導入の推進が望まれる。 

④  対象道路区間においては近年、重量車輌の通過が増加しており、本計画により整備

される道路の状態をより長期にわたり維持するために、車輌重量測定装置の設置等

を推進し、これら重量車輌の通過に対する規制を強化する必要がある。 
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4-3 プロジェクトの妥当性 

 

プロジェクトの内容、その効果の程度、対象となる機材の運営・維持管理の能力等を調

査し、その結果以下の観点から本プロジェクトは我が国の無償資金協力による協力対象事

業として実施することが妥当であると判断する。 

 

① プロジェクトの裨益対象が、キルギス共和国でも貧困とされるナリン州を直接受益対

象としており、その住民は約 28.6 万人で、間接受益者はキルギス共和国全国民約 506

万人と多数である。 

 

② プロジェクトの目標は、国家目標である「安定した経済成長」、特に首都と地方の格

差是正を目的とした地方開発による地方自治の発展に寄与するもので、ナリン州の

BHN や教育・人造りに合致するものである。 

 

③ キルギス共和国の独自の資金と人材・技術で調達予定機材の運営・維持管理を行うこ

とが可能であり、過度に高度な技術を必要としない。 

 

④ 幹線道路の整備による貨物・旅客輸送の円滑化は、キルギス共和国の国家計画である

「安定した経済成長」の目標達成に資するプロジェクトである。 

⑤ 実施機関は公共機関であり、プロジェクト目標であるビシュケク－トルガルト道路の

整備により、組織の収益を上げるものではない。 

 

⑥ 本プロジェクトは既設道路の維持管理作業を円滑に実施するためのものであり、道路

の新設や拡幅を目的としたものではない。よって住民移転や環境破壊等の行為は発

生せず、社会環境配慮の面で問題はない。 

 

⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能であ

る。 

 

4-4 結論 

 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが

広く住民の BHN の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我

が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。 

さらに本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに

確保することを確約しており、問題ないと考えられる。 

また、4-2 項の「課題・提言」で述べた点が改善・整備されることで、本プロジェクト

はより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 
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資料１：調査団員・氏名 

 

（１） 基本設計現地調査 

団員氏名 担当 所属 

中野 智 総括 独立行政法人国際協力機構 

キルギス共和国駐在員事務所首席駐在員 

杉田 樹彦 計画管理 独立行政法人国際協力機構 

無償資金協力部業務第一グループ 

佐藤 正 業務主任／道路計画 株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

古川 玲 機材計画／ 

運営･維持管理計画 

株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

村上 啓一 調達計画／積算 株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

村上 雅代 通訳（露語） 株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

 

（２） 基本設計概要説明 

団員氏名 担当 所属 

中野 智 総括 独立行政法人国際協力機構 

キルギス共和国駐在員事務所首席駐在員 

佐藤 正 業務主任／道路計画 株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

古川 玲 機材計画／ 

運営･維持管理計画 

株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

村上 雅代 通訳（露語） 株式会社  

片平エンジニアリング･インターナショナル 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２：調査行程 
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資料２：調査行程 

 

（１） 基本設計現地調査 

官団員 コンサルタント団員 日

数 

日付 

（2005 年） 中野智 杉田樹彦 佐藤正、古川玲、村上啓一、村上雅代 

１ 9／27（火） ― ― 関西空港～ﾋﾞｼｭｹｸ 

２ 9／28（水） JICA 事務所打合せ 成田～ﾀｼｹﾝﾄ JICA 事務所打合せ 

 ﾀｼｹﾝﾄ～ﾋﾞｼｭｹｸ  ３ 9／29（木） 

表敬（在キルギス日本国大使館、運輸通信省） 

４ 9／30（金） 表敬（財務省、ＡＤＢ）、協議（MOTC） 

５ 10／01（土） サイト調査（ビシュケク～ナリン周辺） 

６ 10／02（日） サイト調査（ナリン～ドロン峠～ビシュケク） 

７ 10／03（月） 協議（MOTC） 

８ 10／04（火） 協議（MOTC）、プロ形主催セミナー参加 

９ 10／05（水） ミニッツ署名、中間報告（在キルギス日本国大使館） 

10 10／06（木） ―  MOTC 試験室調査 

11 10／07（金） ― 協議（交通調査実施打ち合わせ：第一道路管理局） 

12 10／08（土） ― 

ﾋﾞｼｭｹｸ～ﾀｼｹﾝﾄ

   ～成田 ｻｲﾄ調査（ﾋﾞｼｭｹｸ～ﾅﾘﾝ、第三道路管理局打ち合わせ）

13 10／09（日） ― ― ｻｲﾄ調査（ナリン～トルガルト区間：サイト調査） 

14 10／10（月） ― ― ｻｲﾄ調査（ナリン～トルガルト区間：サイト調査） 

15 10／11（火） ― ― ｻｲﾄ調査（ナリン周辺、佐藤 ビシュケクへ） 

16 10／12（水） ― ― ｻｲﾄ調査（ナリン～バルクチへ移動） 

17 10／13（木） ― ― ｻｲﾄ調査（カチコール周辺：サイト調査） 

佐藤：JICA 状況報告、プロ形コンサルと情報交換 

18 10／14（金） ― ― ｻｲﾄ調査（バルクチ～ナリン：サイト調査、佐藤合流）

19 10／15（土） ― ― ｻｲﾄ調査（第三道路管理局、第 41 道路維持管理事務所）

20 10／16（日） ― ― ｻｲﾄ調査（ナリン～ビシュケク） 

21 10／17（月） ― ― 協議（MOTC）、現地調査まとめ 

22 10／18（火） ― ― 協議（設計研究所）、ｻｲﾄ調査まとめ 

23 10／19（水） ― ― ｻｲﾄ調査まとめ 

24 10／20（木） 目標区間等協議 ― 帰国前報告（目標区間等協議：JICA 事務所）  

25 10／21（金） ― ― ｻｲﾄ調査まとめ 

26 10／22（土） ― ― 協議（MOTC：目標区間等、技術メモサイン） 

27 10／23（日） ― ― ｻｲﾄ調査まとめ 

28 10／24（月） ― ― 帰国前報告（在キルギス日本大使館）、ﾋﾞｼｭｹｸ～ﾀｼｹﾝﾄ

29 10／25（火） ― ― ～ｿｳﾙ～成田 
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（２） 基本設計概要説明 

官団員 コンサルタント団員 日

数 

日付 

（2006 年） 中野智 佐藤正、古川玲、村上雅代 

１ 3／16（木） ― 成田～西安～ウルムチ 

              ウルムチ～ビシュケク ２ 3／17（金） 

JICA 事務所打合せ、日本大使館、財務省、運輸通信省大臣表敬・概要説明 

３ 3／18（土） ― サイト調査（第 955 道路維持管理事務所：アスファル

トプラント等の予定地及び負担事項の確認、ナリンに

て州副知事表敬） 

４ 3／19（日） ― サイト調査（ナリン～トルガルト方面踏査） 

５ 3／20（月） ― サイト調査（ナリン～ビシュケク区間）、MOTC 次官に

サイト調査報告 

６ 3／21（火） ― MOTC 次官に基本設計概要説明 

７ 3／22（水） JICA 事務所サイト調査報告及びミニッツ案打合せ、 
MOTC 道路局関係者に基本設計概要説明・協議、 

ADB にて基本設計概要説明・意見交換 

８ 3／23（木） ミニッツの署名 

９ 3／24（金） ― 

10 3／25（土） ― 

サイト調査（JICA 事務所イシクリ湖周回道路状況調査

同行） 

11 3／26（日） ― 調査取りまとめ・報告書作成 

12 3／27（月） ― 帰国前報告（在キルギス日本大使館）、ﾋﾞｼｭｹｸ～ﾀｼｹﾝﾄ

13 3／28（火） ― ～ｿｳﾙ～成田 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３：関係者（面会者）リスト 
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資料３：関係者（面会者）リスト 

 

  組織 役職 氏名 

大臣 Sulaimanov. Nurlan  

Galionbaevich 

第一次官 Mamaev A. Kubanichbek 

道路総局局長 Aidarov Z.K. 

道路総局課長 Kaiynbaev. N. 

副局長 Aibek Berdibekov 

運輸通信省 

主席専門家／キルギス道

路設計研究所副所長 

Rakhmatulim R.U. 

ビシュケク～ナリン～トル

ガルト道路管理局 

局長 Subanbenov Ausun 

局長 Kubaev Abdysator  

契約・生産管理チーフ  Toktoliev Sasherbek 

チーフメカニック Abdypbekov Tynych 

第三道路管理局 

上級専門家 Beituogenov Nurbek 

第８道路維持管理事務所 所長 Abitaliev Zhumagul 

第 14 道路維持管理事務所 所長 Aliev Mairombek Matkazievich 

第 41 道路維持管理事務所 所長 Omuraliev Kubanychbek 

第 955 道路維持管理事務所 所長 Aliev Alibert Soparovich 

第 957 道路維持管理事務所 所長 Kudaibergenov Motsoldor 

対外経済関係局副局長 Kongurbaev N.A. 

対外関係課チーフ専門家 Sharanov T.Z. 

経済財務省 

投資誘致課課長 Kanynbaev. N. 

品質管理エンジニア Prokuronov Georgii  

Anatolievich 

 “Aerodromdorctroi” 公社 

 

試験室エンジニア Khafizova Nina Stepanovna 

臨時代理大使 笠井 達彦 在キルギス日本大使館 

三等書記官 柴田 勉 

首席駐在員 中野 智 JICA キルギス駐在員事務所 

所員 西形 康太郎 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４：討議議事録（M/D） 
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資料４：討議議事録（M/D） 



 

 A - 6

 

 



 

 A - 7

 

 



 

 A - 8

 

 



 

 A - 9

 

 



 

 A -

10 

 



 

 A -

11 

 



 

 A -

12 

 



 

 A -

13 

 



 

 A -

14 

 



 

 A -

15 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５：事業事前計画表（基本設計時） 
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資料５：事業事前計画表（基本設計時） 

 

１．案件名 

キルギス共和国「ナリン州道路維持管理用機材整備計画」基本設計調査 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

キルギス共和国（以下キルギス共和国）は中央アジアの北東部に位置する人口 526 万人の内陸国であ

る。道路交通は、貨物及び旅客ともに 9 割以上のシェアを占める交通手段となっており、重要な経済基

盤である。貨物・旅客輸送は、多くを旧ソ連時代に建設された道路網に依存しているが、1991 年の独立

後の内戦及び経済の低迷などによって適切な道路維持管理が行われなかったことから路面状況が著しく

悪化している。さらに道路整備機材の故障・老朽化のため、降雪時の雪崩や雪解け水による土砂崩れの

復旧等においても多大な困難が生じており、国民の生活に必要な物資の輸送だけでなく周辺国との交易

にも支障をきたし、経済成長のボトルネックとなっている。 

このような背景の下、キルギス共和国は我が国に対し、今後の幹線道路改修計画として、①首都と南

部地域を結ぶ幹線道路であるビシュケク－トルガルト区間（539km）と、②観光資源の豊富なイシククリ

湖周回道路のバルクチ～カラコル～バルクチ区間（512km）の整備計画を作成し、2本の幹線道路改修に

必要な建設機材整備のための無償資金協力を要請した。 

日本政府は、円滑な道路輸送の確保を目的とした上記 2 つの道路改修計画のうち、緊急性の高い山間

部を中心としたビシュケク－トルガルト区間（539km）の道路改修に必要な道路建設機材の調達を前提と

した基本設計調査を実施することとした。基本設計現地調査において、キルギス共和国内でも開発が遅

れ、牧畜以外に主要産業もなく、貧困層の多いナリン州内の区間（362km）に対象区間を絞り込んだ道路

維持管理用機材整備計画とすることでキルギス共和国と合意した。 

本プロジェクトによって、ナリン州内同道路の維持管理作業が定期的かつ品質を確保し実施されるこ

とにより、円滑な交通が確保され、社会経済の発展と貧困削減に貢献する。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

対象道路（ビシュケク－トルガルト区間のうちナリン州内の区間 362km）が適切に維持管理される

ことで、貨物･旅客輸送事情が改善され、地域経済が活性化され、貧困が削減される。 

裨益対象： 直接裨益：ナリン州住民約 28.6 万人、間接裨益：キルギス共和国国民 526 万人 

(2) プロジェクト全体計画の成果（下線：無償資金協力が直接関与する事項） 

① 道路維持管理用機材 62 台、予備部品、移動修理車 1台が調達される。 

② 機材維持管理及び道路維持管理に関する技術指導が機材の運用指導とあわせて実施されること

で、技術力が底上げされ、より効果的・効率的な道路維持補修が行われる。 

③ ナリン州内におけるビシュケク－トルガルト区間で適切な道路維持管理が実施されることで、道

路機能が向上される。特に、舗装打ち換えについては機材調達後の 4年間で計 45km が実施される。

(3) プロジェクト全体計画の主要活動（下線：無償資金協力が直接関与する事項） 

① 道路維持管理用機材および予備部品、移動修理車を調達する。 

② より効果的・効率的な道路維持補修を実施する。本無償資金協力では、機材維持管理及び道路維

持管理に関する技術指導（ソフトコンポーネント）を機材の運用指導とあわせて実施することに

よりこれを支援する。 

③ ポットホール修繕作業 

（ビシュケク－トルガルト道路 203km～539km 地点、及びクワクイ峠 26km の計 362km） 

④ 除雪作業 （ビシュケク－トルガルト道路 367km～539km 地点の計 172km） 

⑤ 災害復旧作業 

（ビシュケク－トルガルト道路 203km～539km 地点、及びクワクイ峠 26km の計 362km） 

⑥ アスファルト舗装の再舗装（クワクイ峠 26km、及びサリブラク周辺 19km の計 45km を 4 年間で整

備する） 
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(4) 投入（インプット） （下線：日本側投入） 

① 日本側： 無償資金協力 5. 72 億円 

② キルギス共和国側 

ア．必要な人員：調達機材を用いて道路維持管理を実施する要員 

イ．アスファルトプラント及び骨材プラント用地 

ウ．同用地の既存構造物の撤去･整地、及び給水・排水・給電等の付帯工事にかかる経費 

エ．調達機材の運営・維持管理費、及び対象道路の維持管理・補修にかかる諸経費 

(5) 実施体制 

主管官庁：経済財務省 

実施機関：運輸通信省（MOTC） 

４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

キルギス共和国ナリン州内ビシュケク－トルガルト道路 336km 及びクワクイ峠 26km、合計 362km 

(2) 概要 

① 道路維持管理用機材 62 台、予備部品、移動修理車 1台の調達 

② MOTC ビシュケク～ナリン～トルガルト道路管理局の技師、メカニック、オペレータ、作業員を対

象にした機材維持管理及び道路維持管理に関する技術指導（ソフトコンポーネント） 

(3) 相手国側負担事項 

① アスファルトプラント及び骨材プラント用地の確保と、同用地内の既存構造物の撤去･整地 

② アスファルトプラント及び骨材プラント用地への給水、排水、給電等、付帯工事の実施 

(4) 概算事業費 

概算事業費 5.73 億円 （無償資金協力 5.72 億円、キルギス共和国側負担 0.01 億円） 

(5) 工期 

入札期間、機材輸送期間を含め約 15 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

環境面については、MOTC 次官の指示のもと、ビシュケク～ナリン～トルガルト道路維持管理局長に

よりキルギス共和国環境関係省に対し、本プロジェクトが環境への影響が無いことを確認するための

手続きがなされた。 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

(1) キルギス共和国の政情、経済状況、治安に突発事態が発生しないこと。 

(2) キルギス共和国内で大規模な自然災害が発生しないこと。 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

対象道路維持管理実績値 

項目 現状(2005 年) 事業実施後(2011 年計画値) 

ポットホール修繕 平均 20m 毎に 1箇所 修繕必要箇所数の減少 

アスファルト舗装

の再舗装 

対象区間45kmの舗装は著しく劣

化した状態 

対象区間 45km が再舗装される 

(2) その他の成果指標 

① 対象道路の車両通行量が増加する 

② 対象道路の積雪による車両通行止め日数が減少する 

(3) 評価のタイミング 

2012 年以降 （キルギス共和国によるアスファルト舗装の再舗装工事の対象区間 45km の完了（機材

調達から 4年後の予定）から 1年経過した時点） 
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